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第 2部　第五の騎士

第 1節　GAFAビジネスの真実（山下克司）

1-1　はじめに
　Galloway は著作 the Four において，過去 20
年の間に 4 つのテックジャイアンツGAFA（Google 
Apple Facebook Amazon）は歴史上のいかなる存
在よりも強大になったと述べた（Galloway, 2017, 
p.7）1）。Amazon の時価総額は 4,320 億ドルを超え，
Walmart 以下の上位 2 ～ 8 位の小売とブランド
の合計を凌駕し，Apple はたった 14％のシェア
でスマホ利益の 78％を独占している。Facebook
は人類歴史上最大の構造物であり，7 億 5,000 万人
のユーザーがいて1億 2,000万人が毎日使っている。
Google は世界中の知識を集め，人々は病気にな

1）　以下本節では Galloway（2017）より発言，分析等を参 照引用。
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ったら神に祈る前に Google にどうしたらいいか
を尋ねる。Google は情報のゲートキーパーの役
割を果たしながら，広告媒体である AdSense は
200 億ドルの利益をあげている（2016）。GAFA
が基盤としているインターネット事業において彼
らは強力なプライベート CDN のバックボーンを
利用したタダ乗り事業者＝ OTT（Over the Top）
と言われてきたが（実積ほか , 2018, p.16），今や反
転しインターネット事業者は消費者の支持を得た
コンテンツには逆らうことができなくなっている。
　本節では次項で the Four で Galloway が語っ
た GAFA ビジネスの真実を紹介し，以降の項で
研究会の議論，Amazon のプライベートブラン
ド戦略，Uber の旅客事業への影響などを議論し，
おわりにワイヤレスインターネット事業の将来分
析を展開し，決定的な戦略の違いを浮き彫りにす
る。

1-2　Galloway が見抜いたGAFAビジネスの
真実

　the Four がどんなに上手にユーザーを欺いて
も，高成長のハイテク企業の強さの秘訣は「盗む
こと」だと Galloway は言う。ガレージとか寮と
かで始まったアイデアはだいたい誰かの後追いで，
小さい会社のそんなことに司法省は目もくれなか
った。そして今のような大企業となってから「イ
ンスパイアされた」とか「ベンチマーキングし
て」とか言い訳をしている。図表2-1-1に示す
ように欺く行為は二つのタイプがある。一つは

「ちょっと拝借（Steal and Protect）」で，もう一つ

は「借りてるだけさ，ぬすんじゃいないよ（Not 
Stealing，Just Borrowing）」だ。
⑴　詐欺の手口
　「ちょっと拝借」を実践するハイテク企業は，
はかりごとを巡らして他の企業や政府を騙して助
成金を得たり利益を奪ったりしている。Galloway
は，Tesla はこれからの数年で太陽光発電と電動
自動車の助成金を得ようとすると予想する。そう
しておいて自社の利益のために，突然他社のおな
じような行いに対して憤怒して見せたりするのだ
ろうと続ける。マウスと GUI は XEROX パロア
ルト研究所のものだったが，後発 Apple のマー
ケティング2）が優った結果，消滅した。
　Google や Facebook のようなプラットフォー
マーはユーザーのパーソナルな情報を借り，それ
を結局ユーザーに売るようなやり方をしている

（モザドほか , 2018, p.178）。Google 時代の Marissa 
Mayer は議会証言で，Google は無償でニュース
や記事を政治的イデオロギー的に中立に順序付け
て選択できるようにし，さらに，ニュースや記事
のサイトに興味のあるユーザーを無料でメディア
のサイトに送りとどけていると主張した。しかし，
NY タイムズや Chicago トリビューンからは期待
したほどの感謝はされず，多くの賛同を得られは
しなかった。また，Mayer は AdSense でメディ
アの WEB での広告収入を助けていると言ったが，
米国のメディアをベースにした広告経済は結局
Google に収入を還流させられている。この証言
の後，Google 検索に登録を拒否してきた出版系
のデジタルメディアは消滅した。
⑵　情報の値段
　“Information wants to be free” はハッカー達の
信条だ。しかし Google は「情報の価値は高くな
り，情報のコストは安くなる」という対立を利用
していると Galloway は言う。いままで高額だっ
た情報への無料のアクセス手段を作り出すことで，
自分では流通コストを支払わず新たなゲートキー
パーとなって巨万の富を生み出した。Facebook
はより巧妙だ。ユーザーにコンテンツを作らせそ
れを広告主に売り，広告主はそのユーザーに広告

図表2-1-1　GAFA等の欺瞞の4つの代表的な戦略例

出典：筆者作成
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2）　“the Computer for the rest of us”（普通の人たちのため のコンピューター）は市場を大きく広げた。
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を売る。Facebook は Nike のようなブランドコ
ミュニティへのリーチに課金する。Facebook が
なければ 3 桁を超えるブランドへのタッチポイン
トは 1 桁に落ち込むだろう。嫌なら他の同じ規模
の SNS を探したらよいと言わんばかりだ。
⑶　上手くやるコツ
　1973 年公開の映画「スティング」で主演のポ
ールニューマンは「秀れた詐欺は相手が騙されて
いることに気づかないうちに奪い取るものだ」と
言った。Google は新聞メディアを騙し，メディ
アは騙されていることに気づかずに滅びようとし
ている。Facebook はブランドのコミュニティを
騙して金を手に入れ，Amazon は出店した商店
を騙して結局自分が勝利する。Apple は Xerox
を騙して，最高の宝物を最安値で手に入れた。
Uber は違法行為を続けながら，ユーザーとドラ
イバーの支持を得て規制に挑戦している。図表
2-1-2に彼らの法律や規制に対応するしたたか
な挑戦をまとめた。Galloway は Uber のなし崩
しの規制緩和（エデルマンほか , 2016, p.74）はいず
れ成功し，交通と労働の規制当局が譲歩するだろ
うと考えている。既存のタクシー業界が支持を得
られるとも思えないし，Uber を超えることもで
きないと思っているからだ。長期的には，もし訴
訟となっても法廷が何百万人のユーザーとウォー
ル・ストリートを敵に回すとは思えない，と
Galloway は考えている。
　Amazon もまた効果的に 5 億ユーザーと共謀
し，アルゴリズムを濫用して利益を独占している。
そ の 共 謀 は ユ ー ザ ー と の 共 創：Co-creation

（Spohrer, et al, 2008, p.11）と言われているが実際は
業界の破壊行為にユーザーを動員しているとも見
える。また，流通がプライベートブランドに手を
出すのは目新しくもないが，Amazon ほどデー
タを上手く活用するのをみたことがない（第 7 節
にて詳解）。
　法律や規制を味方につけるやり方は，正攻法だ
けではない。Facebook には現行犯でつかまりな
がら，制裁金を Cost Justify していくようなした
たかさがある。Facebook は WhatsApp 買収にあ
たり，欧州規制当局に両者が直ちに情報を共有す
ることはないと保証した。それが規制当局を安心
させ，買収が許可された。Facebook はすぐに合

意を翻した結果，欧州規制当局から 1 億 1,000 万ユ
ーロの罰金を課されたが，それは駐禁の罰金をさ
けるためにパーキングマシンにコインを入れるの
と同じ単なる「事業コスト」だ。

1-3　欺瞞と独占にかかわる研究会の議論
　The Four に騙されていると Galloway に指摘
されている消費者，商店，メーカー，市場，社会
は騙されていることを知りつつも，「信じたいも
のだけを信じている」。例えば，Facebook のブ
ランドコミュニティへのお誘いや“いいね”のリ
クエストの大半はブランド側に課金されている。
なので私たちがブランドを応援するつもりで押す

“いいね”がブランドの金を失わせる結果になっ
たとしても，ユーザーは応援になると信じて“い
いね”を押す。しかし，Facebook のブランドコ
ミュニティが高額なのは，駅前の土地や看板が高
いのと同じ理屈だ。そう言う意味では GAFA は
正当な事業として情報を取り扱っているにすぎな
い。GAFA ら OTT 事業者を暴力的な独占，な
し崩しの規制緩和，制裁金をコストとして扱う
EU ではその事業姿勢に事業利益の 2 ～ 5％（最
大で 10％）を EU 競争法の課徴金として徴収する
というような議論がある。しかし Facebook らは
それでも怯まないだろう。EU はリッチで成熟し
た地域であり，収益源であるからだ。しかし，彼
らの「データを持っているだけで市場を制圧して
いない」という立場は危うく，IBM や Microsoft
などと同様に独禁法から分割の議論に進むかもし
れない。反面，彼らは数十億人単位のサービスに
対する支持を得ており，旧い倫理観による規制論
が通用しない可能性もある。
　Tesla について Galloway が指摘したように，
デジタルビジネスにおいても助成金や税金は非常

図2-1-2　GAFA等の法律，規制への挑戦

出典：筆者作成
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に重要な気にすべきことだ。NHK BS1「欲望の
資本主義 2018」3）でセドラチェクは，政府は借金
によって景気を刺激しようという誤った方向に進
んでいると警告した（丸山ほか , 2018, p.118）。その
ぶよぶよの政府資金の投資先となるのは成功が約
束されているかに見えるハイテク企業であるため
に，富はより集中し不平等は拡大し経済はより強
く停滞する。

1-4　Amazon ベーシックストア
　AmazonのプライベートブランドであるAmazon
ベーシックストアはデータを活用した手法が際立
っている。これまでの日本の流通大手の「安く大
量に買い叩く」プライベートブランドは，高く売
れる商品を安く売り，結果としてサプライチェー
ンを破壊するだけの愚かな戦略だ。Amazon ベ
ーシックストアの戦略はユーザーが「買わない」
というデータを利用したメゾ・カスタマイズだ。
図表2-1-3にその比較を示す。カメラの三脚の
例では，一般のユーザーは 1,000 円台の普及品の
三脚を買い，マニアはブランドの数万円もする機
能品質の高い高級品を買う。その中間の趣味程度
のユーザーはそのどちらも「買わない」。
Amazon は「買わない」クラスターをターゲッ
トにして数千円程度の適度な品質の商品を企画し，
ヴェブレン財に反応しない最大の中間層を動かす

（価格の弾力性も個人のプロファイルにより上げ下げさ
れる）。そうした行動はブランドのもっていた利

益幅を奪い，ユーザーの Amazon へのロイヤリ
ティを得るという戦略だ。

1-5　Uber はタクシー業界を破壊するか？
　Uber はタクシー業界にとって破壊的なディス
ラプターではなく共存できるのかという課題があ
る。Uber は，タクシーではこれまで重要視され
てこなかったノンコア業務である配車やマッチン
グ，決済を提供するだけという一面があり，タク
シーのコア業務である車両，保守，安全，運行を
奪おうとしているわけではないからだ。Uber-X
はタクシーの配車業務を行うので日本やロンドン
のような規制地域における共存モデルが成立する
し，同様に Airbnb とホテル業界も組めると考え
ることができる。
　日本は海外のタクシーのようにサービス品質が
低く価格が高いという状況ではないため，均一な
タクシーの乗車体験はこれからも維持されると考
えることができる。また，徳島県のタクシー IT
革命で注目を浴びたベンチャー企業「電脳交通」
は配車センターに CRM コールセンターを導入す
ることで，ローテクではあるがコンシューマーと
のタッチポイントのデジタル化に成功し，瀕死の
タクシー会社を再生している4）。ここではタクシ
ーのコアビジネス領域が車両，保守，安全，運行
だけにかぎらず，配車や決済を含むものになって
きている。
　一方で Uber の強みはデータをプラットフォー
ム化すること（アルスタインほか , 2016）であり，
機能ごとのコストや利便性は一つの属性にすぎな
い。また Uber はシェアリングエコノミーという
ビジネススキームによって，これまで得ることの
できなかったオンデマンドの経営資源を手にいれ
たので，車両も運転者もその稼働している時だけ
Uber のサービスを行うのであって，Uber は固
定的な経営資源の維持に余計な力を注ぐことはな
い。オンデマンドの資源はシェアリングエコノミ
ーの発展，デジタル化によって拡大すると考える
ことができる。車のシェアリングを推進するタイ

図表2-1-3　流通大手のPBとAmazonベーシックの違い

出典：筆者作成

図表2-1-3 流通大手のPBとアマゾンベーシックの違い
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3）　https://www.nhk.or.jp/docudocu/program/2443/ 
2225527/index.html

4）　「徳島県発のタクシー IT 革命――ベンチャー企業『電

脳交通』の取り組みに迫る」2017.05.30 Insight for D。https://
d-marketing.yahoo.co.jp/entry/20170530465015.html
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ムズレンタカーはマツダレンタカーを買収して駐
車場込みの車のオンデマンド化を実現している。
自動運転車がドライバーを不要にした時 Uber は
車両の稼働に対する投資モデルに基づいたプラッ
トフォームになる。投資モデルという意味では民
泊プラットフォームである Airbnb が対立する相
手はホテルではなく，不動産事業者である。パリ
はすでに不動産価格は住宅価格ではなく 30 日分
のホテル料金基準の投資判断となっている。京都
も同様だったが，民泊規制が強化されることで不
動産市況への懸念も高まっている5）。
　規制に守られている国では，規制業種にいる側
はずっと規制を解くつもりはなく，最終的には政
党や政府国交省に訴求したら規制によって保護さ
れると考えている。しかし Galloway の言う通り，
ユーザーの支持と資本市場の論理により「なし崩
しの規制緩和」は成立する。配車，車両，保守，
安全，運行，決済という機能ごとのコストや優劣
ではなく，データ流通の価値をどう見るかで
OTT プラットフォーマーの取り組みは成否を分
ける。

1-6　おわりに
　GAFA のようなメジャー OTT 事業者は今後，
ワイヤレスネットワークを含んだインターネット
を独占し，データとデータ処理力だけではなくエ
ンドデバイスへと支配力を大きくすると考えられ
る。本節のおわりにあたって Google 自動運転モ
ジュールのワイヤレスの通信費の負担にかかわる
戦略について思考実験を行い，決定的な戦略の違
いを浮き彫りにする。
　今や GAFA の競争領域は，Amazon Echo，
Google Home，Wearable，そして自動運転車と
いうようなあらゆるエンドデバイスのコア（コア
のソフトウェアか，あるいはコアとなるチップ）に移
っていると考えることができる。デバイスの種類
には関わりなく，多くの通信を発生させるデジタ
ルデバイスでユーザーの生活を覆い尽くしていく
かに見える。かつてインテルインサイドといわれ
たエンドデバイスには，将来チップとなって出荷

される GAFA の人工知能が搭載されバックボー
ンと通信するものと考えられる。かつてファジー
制御といってもてはやされた制御機構も今やたっ
た数百円の取り付けるだけのファジーチップとな
っているのと同じように AI チップの製造コスト
は低廉化するだろう。こうした AI チップは，例
えば車に搭載されエッジデバイスにおける多くの
処理を行いつつ，バックボーンとの通信を要求す
る。
　自動運転車などのコネクテッドカーは大量の通
信需要を発生させる。世界のコネクテッドカー予
測 台 数：4,800 万 台（2025 年 ），8,890 万 台（2030
年），日本国内のコネクテッドカー予測台数（世界
の 6％）：288 万台（2025 年），534 万台（2030 年）
であり，20％の車両が毎秒プローブデータを送信
する場合，58 万データ / 秒（2025 年），107 万デ
ータ / 秒（2030 年）というデータトランザクショ
ンがある。それぞれをバックエンドではイベント
種別によって数十ミリ～数百ミリ秒以内という高
速で処理することが求められている。そこで，問
題となるのは高速低遅延の通信であり大量の通信
の料金である。
　次世代モバイル通信網として期待される 5G 通
信網はこれまでのモバイル網に比較して，高信頼
性，低遅延，大容量の通信網でありより多様な通
信要求に答えられる技術として期待されている。
5G の Massive MIMO はアンテナ構造に特徴があ
り特有の投資が必要だが，それ以外の無線プロト
コルはすでにソフトウェア化されており，また基
地局も Radio on Fiber によるワイヤレスクラウ
ド化も実装されている。必然的に通信におけるビ
ット単価は低下することが期待される。しかし一
方で有線通信であるバックホールの通信単価は変
わらず通信量の増大によってコスト増はさけられ
ない。5G 通信網の構造は CRAN（Cloud Radio Ac-
cess Network）をバックホールにした構造であり
バックホールは直接的にインターネットである。
そのためバックホールのコストはトランジットあ
るいはインターネットエクスチェンジという宿命
だ。2021 年にはインターネットトラヒックの半

5）　「京都市の民泊規制厳しく 条例素案，不動産業界は懸念
の 声 」2017.12.1 日 本 経 済 新 聞。https://www.nikkei.com/

article/DGXMZO24184010R01C17A2LKA000/
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数近くをプライベート CDN ＝メジャー OTT 事
業者が占めるという予想と合わせて考えると，バ
ックホールで 5G の通信ボリュームの多くを
OTT が吸い込んでしまう準備は整っているかに
見える。つまり，Google 製の AI チップを搭載し
た自動運転モジュールでは 5G 通信の有線部分の
通信料金をユーザーは負担しないという選択が可
能になる（Google の MVNO である Fi と同じ）。現在
しのぎを削っている車メーカーがどんなに頑張っ
て優れた自動運転車を作ろうとも，機能モジュー
ルの優劣には関わりなく，チップになって出荷さ
れる通信無償の Google AI の自動運転モジュー
ルがユーザーを惹き付け，ワイヤレスネットワー
クを独占するという結果になる。図表2-1-4に
接続図を図示する。5G によって増大する通信量
のコストを利用者が負担するモデルは成立しない
ので，自動車メーカーはモバイルキャリアと旧態
依然としたビジネス形態で取引している。モバイ
ルオペレーターは自社データセンターにメーカー
の処理をホストすることでバックホールを回避す
る方向に動くことが予想されるがオープンインタ
ーネットではないうえに，モバイル網に余剰帯域
のある限りのモデルである。
　エンドデバイスに対する支配が進むことで，エ
クスチェンジにおける勢力図はさらに OTT 優位
に推移すると考えることができる。GAFA のよ
うな OTT はすでに自社の PoI の接続条件を開示

し6），多くのピアリング接続を行っておりサービ
ス接続できる優位なエクスチェンジのポジション
を確立している。結果としてモバイルキャリアは
設備の優位性を完全に失い，OTT が提供するエ
クスチェンジ機能に接続を懇願するという逆転し
た立場になった。モバイルネットワークであろう
とも土管には価値がなくユーザーとのタッチポイ
ントを支配したコンテンツ，ソフトウェアをもっ
ている OTT が価値を独占するだろう。

第 2節　Netflix の可能性（川田大輔）

2-1　はじめに
　「GAFA ビジネスの分析」⑴で検討したとおり，
GAFA はすべて OECD 定義の ICT セクターに属
しているが，網羅はしてはいないため ICT セク
ターを代表する企業群として選ばれているとは考
えにくい。Galloway は共通項を事業の身体性に
拠ると主張しているが，マクルーハン（1987）に
従うなら，あらゆる人工物は人間の身体の拡張で
あり GAFA 固有の特徴とは言えない。本節では
まず GAFA という頭字語が表象しているものを
整理しその体現するものを定義して GAFA に続
く The Fifth Horseman の候補を選定する。

2-2　GAFAの初出と利用文脈変化の系譜
　Manjoo（2011）はデータを母乳としクレジッ

図表2-1-4　Google 自動運転モジュールが通信費ゼロ？

出典：筆者作成
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6）　「 キ ャ リ ア ピ ア リ ン グ 」 旧 サ ー ビ ス 名 は Carrier 
Interconnect または Cloud Interconnect。https://cloud.google.

com/interconnect/docs/how-to/carrier-peering?hl=ja Google
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トカード番号を押さえている GAFA がパーソナ
ライズされた取引を支配するとし Dawar（2012）
は新たなマネタイズ手段を提供するマーケティン
グ技法と捉えた。Snowden が PRISM スキャン
ダルを告発（Greenwald and MacAskill, 2013）した
ことで，NSA への通信傍受協力が発覚し，フラ
ンス議会報告書7）が GAFA（または Microsoft を加
えた GAFAM）を名指しで取り上げ，その市場支
配はデジタル主権の侵害（Bellanger, 2014）である
との主張も登場し，CEPS 報告書（Renda, 2015）
では独占禁止とネットワーク中立性の問題の対象
とされた。こうした時期に Mikton（2016）は生
活の隅々に浸透していく IoT とユーザー自身の
行動によって蓄積されていくデータの成長とアル
ゴリズムの高度化によってもたらされる生活の変
化を活写した。2018 年に Cambridge Analytica

スキャンダル暴露8），対米議会ロビー活動への大
量資金投入報道（Cherif, 2018），さらに Google と
Facebook は施行初日に GDPR 違反で告発された

（Foxx, 2018）。GAFA に対する問題提起が続くが
Apple は史上初の時価総額 1 兆ドル超えを達成し，
続けて Amazon も時価総額 1 兆ドルを突破した。

2-3　証券市場におけるGAFAの存在感の増大
　図表2-2-1に示すとおり 2018 年 Q1 時点にお
いて GAFA はそろって世界の時価総額ランキン
グ 10 位以内に位置している。GAFA という用語
が登場した 2011 年において Facebook は未上場
であったことから，語の成立時点において
GAFA が時価総額上位企業を括った呼称ではな
かったことは確かといえる。

図表2-2-1　時価総額上位10社の変遷1996/09-2018/03

出典：筆者作成
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2-4　類似する頭字語の調査と検索トレンドから
みる頭字語流行の実態

　国際石油資本をセブンシスターズ（Sampson, 
1975）と名付けた例や Microsoft と Intel の同盟関

係を Wintel と呼んだ例9）など代名詞となる呼称
は様々存在していた。GAFA 以外の現代 ICT 関
連企業を括る頭字語を調査し図表2-2-2に
Galloway が候補として挙げた企業もあわせて収

図表2-2-2　頭字語・企業名対応表

出典：筆者作成

図表2-2-3　Google Trend による頭字語検索頻度推移2011/01-2018/11

出典：筆者作成
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録した。
　収集した 8 つの頭字語から一般名詞として意味
が通じ比較に適さない FANG，MANT，BATH
を除いた 5 候補の検索頻度グラフを図表2-2-3
に示す。いずれの頭字語も GAFA と比べて検索
頻度は低いが OVD 事業に着目し Facebook，
Amazon，Apple，Netflix，Google を括った FAANG
のみは検索頻度が上昇している。
　近年において GAFA とは時価総額上位の ICT
関連企業を指すように変化したと仮定した場合，
20 年に渡って時価総額上位に在位している
Microsoft が入っていないのは不自然であり M を
含めた頭字語は流行の兆しが見られない。この点
から GAFA という語は近年においても単純に時
価総額上位の ICT 関連企業を指しているとは言
えない。

2-5　GAFAとMicrosoft
　GAFA および Microsoft の 2018 年 Q1 の決算
資料をもとに売上セグメント構成比を図表

2-2-4として描画した。自社サービス由来の売
上 構 成 比 が 高 い Google，Amazon，Facebook

（GAF）に対して Apple，Microsoft はパッケージ
製品売上構成比が高い。
　Mikton が GAFA に Apple を 含 め た 理 由 は
Affectiva 買 収 と iOS Health へ の 投 資（Ochs, 
2014）であった点から体調管理情報の将来の担い
手への期待であったと考える。Mikton が GAFA
という語に託した共通項は Evans（2012）のい
う IoE の実現者であったと言ってよいだろう。
Apple 自身の自己認識において日本の総務省によ
る聴取に対して Apple は GAF と同列に扱われる
ことに対して違和感を表明した点10）にも留意し
たい。

2-6　ゲームチェンジに伴う衝突
　Evans は IoE 定義の根拠としてネットワーク
効果を挙げている11）。Ericsson は 2020 年時点の
IoT 機器の導入規模は 230 億個と 2015 年から 1.5
倍に増大すると予測している。ノード数が 1.5 倍

図表2-2-4　GAFAM売上セグメント比較2018/3 四半期

出典：筆者作成
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に増大した場合，ネットワーク効果は 2.4 倍に増
加する。
　ただし Metcalfe の法則を現実のネットワーク
に当てはめるには，接続と伝送だけ考慮しても以
下の 4 点について検討が必要となり，求めるネッ
トワーク効果について機能ごとにノードとリンク
それぞれの性能とポリシーを考慮した計算が必要
となる。

1 ．計算・記憶・伝送資源量（および電力制約）
に応じた重みづけ考慮

2 ．経路ポリシー制約の考慮
3 ．ノードポリシー制約の考慮
4 ．ポリシー迂回やポリシー強制の考慮

　Evans の主張に従うなら IoE がもたらすネッ
トワーク効果はイノベーション（シュムペーター , 
1977）を誘発する環境条件を整える効果を持つ。
　GAFA は事業上の必要に迫られ，享受可能な
ネットワーク効果を最大化するために API エコ
システム形成を図っている（Evans and Basole, 
2015）。API エコシステムはビジネス・エコシス
テム（Moore, 1993）のソフトウェア化であり接続
条件の定量化によってオープン・イノベーション

（チェスブロウ , 2004）を実現する装置としても機
能する。
　ただし，API エコシステムは相対的に流動性
が高いため，長期的取引の期待を前提とした黙示
的な受託責任を期待した従来の取引関係成熟を

「常時」期待できないため，適応するには設計対

象となるシステムを Complex Adaptive System
（CAS）（Miller and Page, 2007）としてデザインす
る必要がある。
　さらに，IoE を構成する物理的エンドポイント
は有体物だが，アクセス制御された論理的エンド
ポイントは複数の論理ネットワークに同時に属し
得る。GAFA は物理的エンドポイントのシェア
では競合する一方，サービスのレイヤーでは協調
しており，GAFA それぞれの形成しているネッ
トワークは重なり合う部分を持ちコーペティショ
ン（Brandenburger and Nalebuff, 1996）関係を形成
している。無体物である情報分野ではネットワー
ク効果が多重化可能である点に留意したい。
　ネットワーク効果推定のためのモデル化は今後
の課題とし本稿ではその基礎となる各種月間アク
ティブユーザー（MAU）を以下紹介するにとどめ
る。Google は稼働中の Android 機器が 26.96 億
台12）等，利用者数 10 億人超のサービスが 7 つ13），
Amazon は 3 億人14），Facebook は 22.71 億人15），
Apple は 稼 働 中 の Apple 製 品 が 13 億 台16），
Apple Pay 利用者数 2.52 億人17）となっており，
Google と Apple が統治する物理的エンドポイン
ト（純正合計 31.06 億台）で上で GAFA が提供する
10 億人超が利用するサービス群が折り重なって
い る 構 造 と な っ て い る。 な お， 稼 働 中 の
Windows 搭載機器台数は 14.5 億台18）となってい
る。
　人口 1 億人以上の国家が 12 か国（合計人口

7）　http://www.assemblee-nationale.fr/14/rap-info/i1243.
asp

8）　https ://www.theguardian .com/news/ser ies/
cambridge-analytica-files

9）　https://www.techopedia.com/definition/10221/wintel
10）　http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1811/30/

news080.html
11）　Tencent と Facebook のデータを利用した Metcalfe の

法則の修正提案が 2015 年に Zhang et al.（2015）らによって
提出されているので参照されたい。

12）　https : / /commun i t i e s - domina te . b l ogs . c om/
brands/2018/02/smartphone-stats-full-year-2017-top-10-os-
installed-base-and-everything-else-you-ever-wanted.html

13）　Internet 利 用 者 数 39 億 人（2018 年 12 月 末 予 想 ）
（https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.
aspx）。Google Search Engineシェア 90.31％（http://gs.
statcounter.com/search-engine-market-share/all/europe），
Google Map API シェア 82.1％（https://www.datanyze.com/

market-share/mapping-and-gis/google-maps-api-market-
share），YoutubeAPI シェア 77.48％（https://www.datanyze.
com/market-share/online-video/youtube-market-share），
Chrome シ ェ ア 61.75 ％（http://gs.statcounter.com/browser-
market-share），gmail ク ラ イ ア ン ト シ ェ ア 27 ％（https://
litmus.com/blog/email-client-market-share-trends-first-half-
of-2018）

14）　https://www.businessinsider.com/how-amazons-
payments-service-could-solve-its-biggest-weakness-against-
paypal-2017-2，https://www.sec.gov/Archives/edgar/
data/1018724/000119312518121161/d456916dex991.htm

15）　https ://s21 .q4cdn.com/399680738/f i les/doc_
financials/2018/Q3/Q3-2018-Earnings-Presentation.pdf

16）　https://www.apple.com/newsroom/2018/02/apple-
reports-first-quarter-results/

17）　https://loupventures.com/apple-pay-increasingly-
central-to-iphone/
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42.48 億人，人口シェア 58.1％）しか存在しないこと
を考えると GAFA が享受しているネットワーク
効果は，国家規模を超えている。
　ここで Apple は Health データを端末内に暗号
化して保存しデータの読み出しは利用者による個
別許諾がなければ実行できない仕様としてお
り19），データプールを構築しない選択をしてい
る。Microsoft も Cognitive Services の顧客デー
タの収集，保存，使用，複製，二次著作物の生成
を行わない方針を打ち出しており20）（ノードポリ
シーによるネットワーク効果の制御），掲示広告等の
最適化のために利用者の操作履歴を詳細に分析し
活用している GAF と Apple，Microsoft=AM は
データ利用に対する考え方が異なる。この方針の
違いによって GAF が享受しているネットワーク
効果と比較して AM が享受可能なネットワーク
効果には制約が課されている。
　Google，Facebook は中国市場への越境アクセ
スが金盾（リンクポリシーによるネットワーク効果の
制御）によって禁じられており，両社が中華人民
共和國網絡安全法などが求める現地化要求を受け
入れていないため参入できていない。Amazon
も越境 EC 規制によって中国国内シェア 2％未満
である（Keyes, 2017）。一方，中国法に従い中国
国内に現地 iCloud 利用者のデータを格納し（Hall, 
2018），中国政府による格納データの引き渡し要
求に応じている（Dillet, 2018）Apple は中国市場
において 21.3％のモバイル OS シェアを確保して
いる21）（特定のローカルリンクポリシーへの適応）。
　Facebook の MAU は Cambridge Analytica ス
キャンダル後の EU 域内で GDPR が喚起したプ
ライバシーリスクを嫌気し 2018 年 Q2, 3 に連続
して 100 万人減少した。ただし全世界での利用者
総数増加は続いている。また EU 域内において

2018 年 10 月以降 Android のシェア減少と iOS
のシェア増大が観察されているが22），これは
Apple が iPhone XR 発売前後に開始した下取り
プログラムの影響と考えられる（Gurman, 2018）。
　Google のブラウザシェア，検索シェアについ
ては GRPR 施行前後で全世界的に利用者の行動
に変化は見られない23）。

2-7　Digital-Disruptor と Digital-Transfor-
mation

　Digital-Disruption24）とは破壊的イノベーショ
ンの ICT に限定した呼称と整理でき，これを
Digital-Disruptor として特定の実体に冠する呼称
を定義した点が新しい。
　IoE 実現にあたって破壊的イノベーションを仕
掛ける GAFA は Digital-Disruptor といえ各々の
市場でゲームチェンジをもたらしている。
　Digital-Disruption が規制されない場合，既存
ビジネス・エコシステムから利益を得ている個々
の主体は，当該市場から撤退するか，残存者利益
を期待して事業縮小しながら踏みとどまるか，ゲ
ームチェンジに適応するため自らの業態を変容さ
せる選択を迫られ，自己変容を選択した主体は，
MIT and Capgemini Consulting（2011）がいう
Digital Transformation に取り組むことになる。

2-8　Soft Power としてのDigital-Disruptor
　インターネット普及は現地の規範に照らして好
ましくない情報アクセスの増加などの統治上の負
の側面を持つ。自由なインターネットアクセスを
統治上受け入れ不能なリスクとみなし ITR 改訂
署名した国の大半は低所得・低開発国であった。
API エコシステムはその利用約款が前提として
いる法的・文化的価値観への利用者の同意を要請

18）　Windows10 アクティブユーザー数 6 億人（https://
mspoweruser.com/windows-10-now-600-million-monthly-
active-users/）。Windows 10 Version シェア 41.36％，14.5 億
人（http://gs.statcounter.com/os-version-market-share/
windows/desktop/worldwide）

19）　https://developer.apple .com/documentation/
healthkit/protecting_user_privacy

20）　https://azure.microsoft.com/en-us/blog/microsoft-
updates-cognitive-services-terms/

21）　http://gs.statcounter.com/os-market-share/mobile/
china

22）　http://gs.statcounter.com/os-market-share/mobile/
worldwide/#monthly-200901-201811

23）　http ://gs .s tatcounter .com/browser -market -
share#monthly-200901-201811，http://gs.statcounter.com/
search-engine-market-share#monthly-200901-201811

24）　https://www.gartner.com/it-glossary/digital-
disruption
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するため「デジタル主権侵害」との主張はソフト
パワー（ナイ , 2004）が伯仲している国家間で外国
法に依拠する API エコシステム進出に現れる，
と説明でき，ソフトパワーで劣後する国が自国サ
ービス保護や自国データ流出を抑止する25）ため
にネットワーク遮断などを利用して排除政策を採
用する理由の一端も説明できる。
　GAFA は Soft Power としての Digital Disrup-
tor であるが GAF と A（M）では特定のローカ
ルリンクポリシーへの対応に差異が認められる。

2-9　The Fifth Horseman としてのNetflix
　図表2-2-5のとおり，Netflix の時価総額は
2018 年 6 月には一時的に Disney，Comcast に対
して時価総額逆転を起こすまでに成長している。
The Great Tech War は GAFA を「テレビにな
ることに失敗した四社」と呼んでいたが Netflix
はまずは映画になることに成功したといえる。

　決算資料によると 2016 年 1 月にサービス提供
地域を 190 か国（地域）に拡大し26），2017 年 Q3
には海外加入者比率が米国内加入者比率を上回っ
た。
　技術面では CAS に適応する Chaos Engineer-
ing27）が導入されており，コンテンツ開発，ロー
カライズなどにも同技術が利用されている。2017
年のコンテンツ費用は総額で $6.3B，オリジナル
コンテンツ費用は $1.5B に達している。
　Netflix は DVD レンタルから OVD に転換した
Digital Transformation の成功例であり Chaos 
Engineering を事業全体で利用することで Digi-
rati の特徴を備えることに成功し 190 か国でサー
ビス利用可能な Digital-Disruptor と呼べる。利
用契約数は 1 億 3,700 万契約にとどまるが，世界
主要 50 か国の世帯人員数は平均 3.97 人であるの
で世帯契約である Netflix の利用者数は 5 億 4,400
万人相当となり，現時点において第五の騎士の候

25）　Data Network Effects の抑制。Neural Networks を利
用した機械学習はデータ量が増大するほどパフォーマンスが改
善される（Dossman, 2018）。

26）　https://help.netflix.com/en/node/14164
27）　https://medium.com/netflix-techblog/tagged/chaos-

engineering

図表2-2-5　ハリウッドメジャーおよびNetflix 時価総額推移

出典：筆者作成
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補としての条件は満足していると評価できる。

2-10　Netflix の宿題
　本稿が導出した GAFA の定義を Netflix が満
足するためには，

1 ．契約増加が続いている点から今後 5 年以内
に 2 億 5,000 万契約（実質利用者数 10 億人）獲
得

2 ．ソフトパワーの担い手として進出先各国の
コンテンツ規制への対応（コンテンツローカラ
イゼーション）やクオータ枠の獲得等を効率的
に実行する現地制作体制の構築と現地での
Chaos Engineering に基づくマネジメントの
実行

3 ．API エコシステムの構築による Netflix 経
営資源のモジュラー化した活用

の 3 点が課題となると考える。
　ローカライズについてはスペインへのスタジオ
新設（Vadehra, 2018）等，具体的施策が見え始め
ている一方，API エコシステム構築については
OSS 公開28）等の基礎作りの段階にとどまってい
るため今後の展開を注視していきたい。

第 3節 　Perform ～スポーツOTTの覇者
へ（大原通郎）

3-1　はじめに
　GAFA に続く第五の騎士候補として，スポー
ツに特化した映像ビジネスを世界展開するイギリ
スの Perform を取り上げる。
　スポーツの世界でもこのところネット配信が世
界的な潮流になっており，とりわけアメリカでは
アメリカンフットボール NFL や大リーグ MLB
など人気のスポーツは，競技団体自らネット配信
を行う時代になっている。そしてここ数年
Amazon や Facebook など GAFA の一部が人気
スポーツのネット放映権を高額で取得し，自身の
OTT ビジネスのキラーコンテンツとする傾向が
強まっている。
　Perform は 2007 年の創業以来企業向けの B2B

動画配信で実績を積み，3 年前 DAZN というス
ポーツに特化した OTT ビジネスを始めた。日本
とドイツなど有力市場で着実に力をつけ，昨年最
大の市場アメリカ並びにイタリアでサービスを開
始し，今年はスペインと南米のサッカー大国ブラ
ジルにも参入する予定である。いち早くスポーツ
のネット動画配信に着目し事業に取り組んでいる
Perform の強みを説明し，第五の騎士の可能性に
ついて分析する。

3-2　Performとは
　Perform は，2007 年にサイモン・デンヤー，
オリバー・スリッパーの 2 人がロンドンで設立し
たスポーツ動画コンテンツ配信で世界最大級の会
社である。ヨーロッパはじめ北米・中南米・アフ
リカ・アジアの 25 か国で，主に企業向け B2B の
動画配信ビジネスを展開している。
　設立当初は，イギリスサッカー・プレミアリー
グの下部リーグの Web サイトを制作する，小さ
な会社だった。大手メディア企業の後ろ盾もなく，
まさにゼロからのスタート。しかしわずか数年で，
スポーツ動画コンテンツ市場の有力なプレイヤー
にのし上がって行く。
　きっかけは「Watch&Bet」，ブックメーカー向
けの動画配信サービスの展開である。これが，イ
ギリスのみならず海外からも引き合いが多く大成
功した。創業者のスリッパー氏によると，これは
世界最大のスポーツチャンネルであるアメリカの
ESPN を訪問した時にヒントを得た。ESPN のサ
イトでオリジナル動画配信とそれに伴う動画広告
収入の伸びが大きいと聞き，これはチャンスだと
思ったのだそうだ。
　Watch&Bet の成功によって得た資金を，今度
はオンデマンド用のアプリの開発に注ぎ込んだ。
これが自社開発の「ePlayer」，事業者用ビデオア
プリである。BBC が自身の番組のネット再生用
に開発し大成功した iPlayer のスポーツ版と言え
る。
　ePlayer は，アプリをダウンロードする必要が
ない。利用者は，ブラウザーだけで動画を再生す

28）　https://netflix.github.io/
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ることができ，動画が掲載されたページを開くと
自動的にスポーツ動画の再生が始まる。CDN は，
グローバル配信のためアメリカの Akamai テク
ノロジーズを利用している。
　ePlayer は，国ごとに趣向の違うスポーツ市場
に対応するため，国ごとにコンテンツ表示を制限
するジオブロッキング機能を強化した。この機能
は，各国の主要なスポーツメディアサイトと提携
し，日々更新されるその国ごとのスポーツニュー
スや試合のハイライト映像を配信できるようにな
る。まさに，この ePlayer の開発と普及が，現在
の Perform の B2B 向け動画配信ビジネスの急成
長を支えてきた。その後，Perform は，Goal.com
や SportingNews などの配信会社を次々に買収し，
またスポーツデータを扱う opta や runningball
等の会社も買収して行った。データを武器に企業
にスポーツ映像を提供し Perform の B2B ビジネ
スは拡大の一途を辿った。
　Perform は，2014 年に旧ソ連出身の実業家レ
ン・ブラバトニク氏所有の投資会社アクセス・イ
ンダストリーに買収され，非上場企業になった。
ブラバトニク氏は，世界 3 大音楽レーベル，ワー
ナーミュージックを所有する実業家で，2015 年
にはイギリスの長者番付でトップになった人物で
ある。

3-3　OTTビジネス・DAZN（ダゾーン）の世
界展開

　B2B で成功を納めた Perform が，B2C へのビ
ジネスに満を持して撃って出たのが DAZN とい
うスポーツ動画配信ビジネスである。2016 年 8
月日本始めドイツ，オーストリア，スイスの 4 か
国でサービスインした。とりわけ，日本ではその
2 か月前，J リーグの放映権を 10 年 2,100 億円で
獲得した勢いそのままにサービスを開始，NTT
ドコモと提携して DAZN の販売促進とサッカー
スタジアムでのネット配信の協業も行った。結果，
DAZN の日本の加入者は開始半年で 100 万件を
突破し，当時の DAZN ジェームス・ラシュトン
CEO も日本本社にほぼ常駐するほどの力の入れ
ようだった。
　その一方で DAZN は，世界最大市場アメリカ
への参入を狙っていた。まず一昨年秋，カナダで

のサービス開始を足がかりにアメリカ攻略に向け
て周到に準備を重ねた。そこに，米最大のスポー
ツ専門チャンネル ESPN の CEO を務めたジョ
ン・スティッカー氏が辞任というニュースが飛び
込んできた。このため，すぐさまスティッカー氏
に接触し昨年 5 月スカウトに成功，アメリカでの
サービス開始に弾みがついた。スティッカー氏は，
20 年以上にわたり世界最大のスポーツ専門チャ
ンネル ESPN の経営に関わり，アメリカスポー
ツ業界に幅広い人脈を持つ。
　スティッカー氏は，矢継ぎ早に手を打った。ま
ずイギリスのプロボクシングのプロモーターであ
るマッチルームボクシングとジョイントベンチャ
ー「マッチルームボクシング USA」を立ち上げ，
米国内で開催のボクシング 16 試合を DAZN で独
占放映する権利を獲得した。次いで，人気スポー
ツ MLB の試合の今シーズンから 3 年間の放映権
を獲得し，関係者を驚かせた。アメリカの 3 大人
気スポーツは，アメリカンフットボールの NFL，
大リーグ野球の MLB，それにバスケットボール
の NBA なので，わずか 4 か月で 3 大スポーツの
一角を崩したことになる。DAZNUSA は昨年 9
月からサービスを開始したが，今のところキラー
コンテンツは，ボクシングの有力試合の生中継だ
けである。しかし今年からは大リーグ野球が加わ
り，加入者獲得に弾みがつく。

3-4　Performの組織変更，DAZNをビジネス
の主役に

　アメリカスポーツ放送界の大物ジョン・スティ
ッカー氏を迎え入れたことで，Perform は大きな
組織変更を行った。同社によると，まずビジネス
を B2B のパフォームコンテンツと B2C の DAZN
の 2 本柱にし，その両者を統括する責任者にステ
ィッカー氏を据えた（正式にはエグゼティブ・チェ
アマン）。そして DAZN の CEO には，Perform
創業者のサイモン・デンヤー氏が就任し，これま
で CEO を務めたジェームス・ラシュトン氏は
CRO（チーフレベニューオフィサー）につき，経理
面を担当する。
　この人事は明らかに，スティッカー氏に今後の
DAZN の経営を委ねた証だ。そして，アメリカ
での DAZN 展開をビジネスの最高位に置いたと
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いうことである。スティッカー氏は，今後 NFL
や NBA など人気スポーツの放映権獲得に邁進す
る一方で，有力人材のヘッドハントを行うことに
なる。
　一方，日本のオペレーションは DAZN ジャパ
ンの総責任者にイギリス人のマーティン・ジョー
ンズ氏が就任し，マーケティング本部の日本人幹
部大崎貴之氏と二人三脚で日本ビジネスの運営に
あたる。スタッフも拡充し，現 220 人に膨れ上が
ったスタッフは来年には 250 人体制になる。
　Perform は B2B から B2C の DAZN のビジネ
スに今後大きくシフトすることになる。

3-5　Performの強み
　Perform の強みは，世界中で開催される 200 以
上のスポーツリーグやトーナメント，イベントを
ネット配信する権利を保有しており，配信する動
画にからむ複雑な権利関係もクリアしていること
だ。また，各国ごとに配信するため，YouTube
などの動画サイトにつきものの国境を越えた権利
関係のトラブルも抱えていない。
　その一方で，映像だけでなく，海外スポーツの
賭け・スポーツベッティングには不可欠なライブ
データ，過去データの提供にも力を入れている。
例えば，サッカーでは世界中で年間 6 万 5,000 試
合のライブデータを提供しているほか，134 か国
1,000 以上のリーグのスポーツデータを網羅し，
メディアやスポーツチームに提供している。
　これはまさに映像データや視聴者データのビッ
グデータ解析で，きめ細かいマーケティングや配
信プログラムに反映して成功を収めている Netflix
と同じである。

3-6　競合が多い中で，どう勝ち抜くか？
　スポーツのネット配信は今世界的な盛り上がり
を見せている。アメリカでは，最大のスポーツチ
ャンネル ESPN が，昨年 4 月から ESPN∔とい
う配信サービスを開始し半年後の 10 月には加入
者 100 万を突破した。ESPN は，ハリウッドの名
門ウォルト・ディズニーが所有するスポーツチャ
ンネルだが，ネットへの対応が遅れ一昨年だけで
200 万もの加入者を失った。満を辞してスタート
した OTT ビジネスは今順調に加入者を増やして

いる。
　また人気のアメリカンフットボール NFL も，
NFL 自身がネット配信しているほか，最も視聴
者がつく木曜夜の試合中継は，Amazon が 2018
年 1 シーズン 55 億円の高額で獲得した。一方の
Facebook も，NFL の年間 256 試合のハイライト
配信権を獲得するなどスポーツのネット配信に積
極的である。
　またゴルフ男子 PGA ツアーの放映権は，アメ
リカ以外の海外 150 試合について昨年，ドキュメ
ンタリーチャンネル Discovery が今年から 12 年
間 2,200 億円で獲得した（Beall, 2018）。Discovery
は，欧州スポーツチャンネル最大手の Eurosports
を 4 年前に買収して，ヨーロッパから中東地域を
大きな市場と位置付けているだけに，スポーツ分
野でもネット配信を強化し更なる加入者獲得に意
欲を見せている。
　このように大きな競合相手がある中，DAZN
がまずアメリカで成功するには，強みである映
像・試合・選手のデータをうまく利用しながら他
にはない付加価値を付けたサービスをどう展開で
きるかにかかっている。スティッカー氏が今後
DAZN 経営のトップに立つことで，MLB に続き
今後 NBA や NFL の放映権交渉でも有利に立て
ると見込まれている。DAZN ならではのレコメ
ンド機能などきめ細かい付加価値サービスの提供
が，アメリカでの成功のカギになる。このアメリ
カでの成功が確実になれば，Perform は GAFA
に肩を並べる第五の騎士になる可能性が高い。

第 4節 　“Alibaba + Alipay”　第五の騎士
の可能性に関する考察（中川郁夫）

4-1　はじめに
　本節では Alibaba + Alipay が 5th Houseman

（第五の騎士）になりうる可能性について述べる。
Alibaba は Alibaba Group（阿里巴巴集団）を指す。
同社は中国最大の EC プラットフォーム事業者と
して知られる。流通・配送・小売・実店舗にも事
業を展開し，最近は無人店舗も手がけている。
Alipay は Alibaba Group が提供する EC 市場の
決済機能を担うプラットフォーム事業者として君
臨してきた。モバイル決済サービス Alipay（支付
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宝）による決済・金融サービスへの進出や信用ス
コアによる新経済圏構築が注目される。なお，
Alipay のサービスは別会社化され，現在では
Ant Financial Service Group（蚂蚁金服）にリブ
ランドされているが，本稿では，馴染みのある旧
名称で呼ばせていただく。
　Alibaba + Alipay は， 中 国 市 場 の Retail + 
Payment（小売＋決済）という領域で圧倒的な競
争力を持つ。これに加えて，昨今の動向は，グロ
ーバル市場への展開を目指していることも窺わせ
る。以下では，デジタルビジネスという視点から
見た同グループの位置付けについて分析し，第五
の騎士となりうる可能性を議論する。

4-2　Alibaba と Alipay の概要
　本格的な議論に入る前に，Alibaba と Alipay
について簡単に整理する。以下では，その事業の
歴史的な背景と現状，および規模について述べる。
⑴　Alibaba
　1999 年 3 月，Alibaba.com（阿里巴巴）は中国
国内の企業間電子商取引（B2B）をサポートする
マッチングサイトとして事業をスタートさせた。
当時の中国市場のニーズをタイムリーに掴み，事
業は急成長した。現在では 240 か国，5,000 万を超
える企業会員が参加する。2003 年には，アジア
最大の消費者向け電子商取引サービスを提供する
Taobao（淘宝網）をスタートし，2008 年には中
国国内向けの個人向け電子商取引サイトである
Tmall（天猫）を開設した。また，2009 年に Alib-
aba Cloud Computing（阿里雲）を立ち上げ，独
自のパブリッククラウドサービスも提供し，中国
国内では圧倒的なシェアを誇る。
　Alibaba Group について驚くべきはその規模で
ある。ユーザー数は 5.5 億人，2018 年度の同グル
ープの収益は約 2,500 億元，うち EC 事業は約
2,140 億元を占める。クラウド事業が約 134 億元，
デジタルメディアおよびエンターテイメント事業
が 約 196 億 元 を 記 録 し た29）。 な お，Alibaba 
Group は米ニューヨーク証券取引所に上場して
おり，時価総額は 3,890 億ドル（2018.12 末現在）

である。
⑵　Alipay
　2004 年 12 月，Alipay（支付宝）と呼ばれるオ
ンライン決済サービスが Alibaba Group に登場
した。当時，EC の世界で起こっていた，未払い
や，商品の不達などの問題に対応するため，
Alipay は，買手の口座に電子マネーとして余剰
金を預かっておいて，決済後，モノが届いたこと
を確認してから売手に支払いを行う「エスクロ
ー」と呼ばれる第三者決済の仕組みを提供した。
以来，Alipay は Alibaba Group 内の決済サービ
スを一手に担った。同社は，その後，スマホを用
いたモバイル決済事業によって，中国市場の決済
領域に大きな存在感を打ち出していくことになっ
た。
　Alipay が大きく舵を切ったのは 2012 年である。
同社は，買手の口座にある支払い前，もしくは余
剰な資金を対象に，利率の良い MMF サービス

「余額宝」を提供した。当時の余額宝の利息は
6％。同時期の中国の銀行預金の利率に比べて圧
倒的に高利率だった。結果，多くの資産流入が起
こり，2017 年 9 月時点で口座数 3 億 7,000 万，資
産運用額 2,110 億米ドルに達し，世界最大の
MMF に成長した。決済から金融に事業を大きく
展開したタイミングである。
　2014 年 10 月，Alipay は Alibaba Group 外 の
別会社として再スタートを切ると同時に，Ant 
Financial Service Group（蚂蚁金服）にリブラン
ドされた。現在では，決済サービスの利用者数
8.7 億人，総資産 2.2 兆元に成長するなど，その
規模には圧倒される。
⑶　資本関係
　資本関係についても触れておこう。現在，
Alibaba Group は米ニューヨーク証券取引所

（NYSE）に上場している公開企業である。創業メ
ン バ の 他， ソ フ ト バ ン ク が 27 ％，Yahoo! が
15.4％を保有していることは興味深い。Alibaba 
Group 創業者の Jack Ma（馬雲）はソフトバンク
の孫正義や Yahoo! 創業者のジェリー・ヤンなど
とも親交があるとされる。馬と孫は互いにソフト

29）　Alibaba Group Announces March Quarter 2018 
Results and Full Fiscal Year 2018 Results（https://www.

businesswire.com/news/home/20180504005297/en/Alibaba-
Group-Announces-March-Quarter-2018-Results）
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バンクと Alibaba Group の取締役にも就任して
いる。
　Ant Financial Service Group の資本関係も興
味深い。同社が Alibaba Group から分社化され
たタイミングでは，実は，両社に資本関係はなか
った。Jack Ma も，私企業を通して影響力は持
っていたとされるが，直接的には株式は保有して
いなかった。同社は 2015 年に中国投資有限責任
公司，中国建設銀行，中国人寿保険，中国郵政，
その他から 45 億米ドルを調達し，現在ではその
評価額は 1,500 億米ドルとも言われる。なお，背
景は明確になっていないが，2018 年 2 月，Alibaba 
Group が Ant Financial Service Group の 33％の
株式を保有することになったと報じられた（藤田，
2018）。

4-3　Alibaba と Alipay の事業展開戦略
　Alibaba+Alipay が第五の騎士になる可能性を
感じさせる重要な点のひとつは，同グループが新
しい市場構造・経済構造を実現しようとしている
ことにある。以下，戦略的な視点から，両者の事
業展開の特徴を紹介する。
⑴　Alibaba によるニューリテール戦略
　2016 年 1 月，Alibaba Group は実店舗による
生鮮スーパーである「盒馬鮮生」を上海に開店し
た。店舗での買い物，イートインもあるが，スマ
ホアプリからの事前注文や，オンラインでの買い
物を配送する拠点として機能するなど，オンライ
ンと極めて親和性の高いサービスを提供している。
　2017 年 12 月には「F2（Fast & Fresh）」と呼ば
れるコンビニエンスストアも開店した。F2 は
Amazon Go に似て，キャッシュレスを前提とす
る無人コンビニである。未来の買い物体験を提供
するという。
　Alibaba Group はオンラインとオフラインが融
合する「ニューリテール戦略」を打ち出している。
もはや，EC だけではなく，実店舗（スーパー，コ
ンビニ），流通を始め，小売業界全体の構造改革
を進めていると言っても過言ではない。
⑵　Alipay による新経済圏
　Alipay による新しい経済圏に注目が集まって
いる。Alipay が提供するモバイル決済の仕組み
は，Alibaba の EC 取引だけではなく，一般の市

場における消費活動にも浸透している。そのシェ
アは，中国人のモバイル決済の過半数に及ぶ。実
は，Alipay のモバイル決済の多くは，2.2 兆元に
も及ぶ同社の運用資産の中で完結していることも
多い。さらには，レンディングや信用評価に独自
の仕組みを導入し（李，2015），信用創造の機能も
有しつつあることから，既存の金融市場とは分離
された経済圏を形成しつつあるとの仮説が指摘さ
れる。
　Alipay が 2014 年に開始した Zhima Credit（芝
麻信用）と呼ばれるサービスも特筆に値する。
Zhima Credit は，Alipay サービスの利用者の信
用度を「信用スコア」として可視化する。同社は，
もとより，オンライン決済事業者として「誰がい
つ何を買ったか」を把握していた。さらに MMF
サービスの展開に伴い「誰がどれだけの資産を持
っているのか」も把握したことになる。さらに，
人脈，学歴・職歴，行動，その他の情報を集め，
数億人分のデータを分析することで，個人の信用
度を 350 ～ 950 点の間の一意な点数で表現した

（柏木，2017）。
　Zhima Credit は新しい経済圏を形成しつつあ
る。Alipay が信用スコアを API で第三者に提供
することで，同スコアを活用した多様なサービス
が中国市場に登場し始めている。信用スコアは従
来の金融取引における信用情報を包含しており，
投融資の可否判断や金利の優遇などの判断に利用
されることは容易に想像できる。他にも，信用ス
コアが高い人は，例えば，海外旅行ビザ取得が優
遇される，ホテル予約の優遇，医療機関・病院で
の優遇，シェアサイクルでのデポジット免除，な
どなど，多様なサービスにおいてメリットが得ら
れる。
　信用スコアの登場は市場における取引モデルを
変える。従来は，財やサービスを貨幣と交換する
ことにより成り立つ「交換の取引」が中心だった。
これは，買手がいくら持っているかで取引が決ま
る “what you have” 型の匿名取引として整理され
る。一方，信用スコアを参照するサービスは買手
が誰かでサービスの内容が変わる “who you are”
型の顕名取引である。Zhima Credit は中国市場
における顕名取引の重要な基盤として認知されつ
つある。
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4-4　Alibaba + Alipay のグローバル展開
　Alibaba + Alipay が第五の騎士になる可能性
を感じさせるもう一つの鍵は，グローバル展開戦
略である。前述の話が，中国市場だけを対象にし
たものであれば，特殊市場における動きとして話
は終わる可能性がある。だが，同グループが，は
るかに大きな市場，さらにその先には世界全体の
市場構造を視野に入れているとすると話は違って
くる。
　2015 年 10 月に Alibaba + Alipay，すなわち
Alibaba Group お よ び Ant Financial Service 
Group がインドの Paytm に 6 億 2,500 万米ドル
の出資を行った。Paytm は 2010 年 8 月に設立さ
れた決済事業者で，インドにおけるキャッシュレ
ス構想を推進する重要な役割を担っている。
Paytm のユーザ数は 3 億人，現在の評価額は 100
億米ドルとも言われる。
　Paytm への出資から Alibaba + Alipay の意思
が透けて見える。直接的にはインド市場における
キャッシュレスのプラットフォームに影響力を持
ち，Alipay で培ってきた技術や信用スコアのモ
デルをインド市場でも展開を図る思惑があると思
われる。だが，話はそれでは終わらない。中国と
インドを合わせると約 30 億人の消費者を抱える
市場であり，さらには「一帯一路」に示されてい
る中国 100 年の計が背景にあると考えると，今後，
アジア各国～アフリカを経て，グローバル市場へ
の展開戦略を狙っている，と窺わせるのである。

4-5　まとめ
　本節では Alibaba + Alipay が第五の騎士にな
り得る可能性について議論してきた。Alibaba に
よる小売・流通業界の構造改革とプラットフォー
ム事業者としての同社の位置付け，Alipay によ
る新経済圏の構築と信用スコアによる新たな取引
モデルの登場，そして，インド市場への進出を足
がかりにした 30 億人市場への事業展開，など，
同グループは Retail+Payment の領域で圧倒的な
戦略性を感じさせる。GAFA とは異なる市場や
生い立ちではあるが，第五の騎士の可能性を感じ
させる所以である。

第 5節　MSという可能性（吉岡弘隆）

5-1　はじめに
　GAFA に続く第五の騎士の本命はどの企業に
なるか。2018 年 11 月末の時点の本命は時価総額
で Apple を抜いてトップに立った Microsoft だ。
Microsoft の株価は Bill Gates が引退して以来，
長年低迷していたが 2016 年に株価を更新し，
2018 年 6 月期には売上高が 1,103 億ドルとなり
10 兆円を超えた。ここでは，Microsoft が第五の
騎士になるにあたっての否定的要因と肯定的要因
について分析する。

5-2　Tアルゴリズムから分析するMicrosoft
　Galloway は GAFA が成功した要因を T アル
ゴリズムとして記した。必ずしもそれが普遍的な
真理を表す法則でも，厳密な意味でのアルゴリズ
ムでもないが成長する要因として Microsoft がど
の程度それに合致しているか確認してみよう。
　PC 時代の覇者は間違いなく Microsoft だった。
2000 年前後まで Bill Gate が指揮をとっていたイ
ンターネット時代の前期も Microsoft の天下だと
言って過言はない。株価も 1999 年末にピークを
迎えた。
　その後 Google らを筆頭に GAFA の時代にな
る。Microsoft は Steve Ballmer が 2014 年 ま で
CEO を務める。インターネットを利用したクラ
ウド時代への対応は必ずしも成功したと見られて
いない。売上を順調に伸ばしていたにも関わらず，
株価は低迷した（図表2-5-1）。そのような印象
を持たれたのは，GAFA の成功による。
　PC での圧倒的なシェアを持つ Microsoft もス

図表2-5-1　Microsoft 社の業績

出典：筆者作成

年 売上 利益 時価総額
2000年
6月 229.6 億ドル 94.2 億ドル 5862億ドル

2010年
6月 624.8 億ドル 187.6 億ドル 2192億ドル

2018年
6月 1103.6 億ドル 350.6 億ドル 8512億ドル
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マホ（モバイルインターネット）時代には全く存在
感を示せていなかった。また，クラウドへの移行
も出遅れた。同社の売上および利益は Windows
と Office からのライセンスビジネスからきてい
たためにスマホ対応やクラウドへの移行が遅れた。
近年同社の売上はライセンスビジネスから Office 
365 や Azure などのサブスクリプションモデル
へ急速に移行しつつある。これらの移行は 2014
年に CEO が Satya Nadella になってからの成果
である。The Four では同社がエンタープライズ
市場にいるのでイノベーションや競争が消費者市
場に比べて激しくないと評価している。
　それでは同書で議論されている T アルゴリズ
ムを参考に Microsoft の競争力を検討してみる。
⑴　商品の競争力
　Microsoft 製品，サービスはプラットフォーマ
ーとして競争力が高い。Azure のエコシステム
は AWS を追随している。買収した LinkedIn お
よび GitHub の収益は売上には貢献していないが，
ヒトの動き（LinkedIn），コードの動き（GitHub）
のソーシャルグラフの価値は高いと言える
⑵　ビジョン
　Satya Nadella は Microsoft をライセンスビジ
ネスの会社からクラウドの会社へ移行させた。創
業者以外が CEO をやっているのは GAFA の中
では Apple だけだ。会社の根幹のビジネスモデ
ルをピボットさせた功績は大きい。
⑶　世界展開
　すでに十分海外展開を果たしている。
⑷　好感度
　Bill Gates も Steve Ballmer も可愛げがないと
評されているが，Satya Nadella 上手く立ち回っ
ている。
⑸　垂直統合
　Microsoft は製品やサービスを垂直統合でコン
トロールしている。
⑹　AI
　データのアクセスとその活用能力を持っている。
買収した LinkedIn と GitHub は他社にないビジ
ネスパーソンの個人情報およびソースコードリポ
ジトリのビッグデータがある。
⑺　トップクラスの人材を集める力
　LinkedIn のデータで同社は同社がどのくらい

トップクラスの人材を集めているか理解している
ことであろう。
⑻　地の利
　Microsoft は世界有数の大学とも良好な関係を
持っている。本社はシアトルで Amazon と同じ
だ。

5-3　Microsoft が有利な点
　Microsoft には世界有数のコンピュータサイエ
ンスの研究者がいる Microsoft Research がある

（米国内 4 か所，英国，中国，インド）。北京に研究
所があるので中国国内の優秀な研究者を雇用でき
る。
　創業 40 年以上で従業員 10 万人を超える大企業
にも関わらず，ビジネスモデルをピボットさせた
CEO の実行力は他社にない強みである。そのよ
うな CEO を組織として育成し登用出来たことは
同社の強みと言っていいだろう。創業者以外が
CEO をやっているのは Apple だけだが，Google/
Amazon/Facebook は創業者が引退し他者が
CEO になった場合のリスクは大きい。

5-4　まとめ
　GAFA に 続 く 1 兆 ド ル 企 業 の 候 補 と し て
Microsoft を検討した。現時点での本命として同
社が 1 兆ドル企業になる可能性は高い。

第 6節　GAFAからの脱落（兼保圭介）

6-1　はじめに
　GAFA と呼ばれる巨大な OTT 事業者がある
が，この 4 社と他社は何が違うのか。本稿第 2 節
で川田が述べたように GAFA はその時価総額や，
利用者数などがその他の事業者と桁違いに大きく，
また第 5 節で吉岡が紹介した T アルゴリズムに
照らし合わせても優れている点が多い。
　では GAFA 以外の会社が，GAFA と同程度の
ポジションになれるのだろうか。当然，世界には
GAFA の他にも優れたビジネスモデルを持つ企
業，巨大な利用者を抱える企業，イノベーション
を期待させる企業などは多くあげられる。しかし，
だからと言って 5 社目が生まれるとは限らない。
それらの優れた企業が大きくなるには一定の市場
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を確保する必要がある。この市場確保のためには
他社との競争が発生するが，成長過程で GAFA
の 1 社あるいは複数社と市場で競合する可能性が
ある。競争する相手として GAFA はあまりに強
力な相手である。これらと競合しつつ GAFA と
同程度まで成長することは非常に難しいのではな
いか。第 1 部第 4 節 3（前号掲載）で論じたよう
に，GAFA も完璧ではなく隙があるが，現時点
で誰も GAFA との競争に打ち勝つことは出来て
いない。
　一方で，GAFA に続く 5 社目を探す作業の中
で一つの可能性に気がつく。GAFA もお互いに
競い合っている部分はあり，互いに競合している
部分もある。また常に生存競争にも晒されている。
そのように考えたとき，5 社目が生まれるより先
に，GAFA のちの 1 社以上が現在のポジション
を維持できずに脱落する可能性はあるのだろうか。
　本節では，GAFAの中でも，AppleとFacebook
の 2 社を取り上げ，GAFA からの脱落リスクを
検討してみたい。

6-2　Facebook
　Facebook の 2018 年 Q3 の Quarterly Report
によると，14.9 億もの DAUs（Daily Active Users）
がある。また Facebook は Instagram を 2012 年
に 10 億ドルで買収している。Instagram は日本
でも流行っており，Facebook（2018）によると，
2018 年 11 月 1 日時点で国内だけでも 2,900 万以
上のアカウントがある。Facebook と Instagram
といった非常に大規模な SNS を抱える同社は
GAFA に連なるに相応しい規模のユーザーを抱
えている。
　しかし，Facebook の DAUs の内訳を見ると
Asia-Pacific および Rest of world の増加によって
全体の DAUs は伸びているものの，US & Canada
は 2018 年に入ってから DAUs に推移が無く，
Europe のユーザーに至っては 2018 年 3 月をピ
ークに徐々に DAUs が減っている。
　eMarketer（2018）によると米国における 12
歳から 17 歳までのインターネットユーザーのう
ち，Facebook へ月に 1 回もアクセスしなかった
ユーザーが半数を超えたのは 2017 年が初めと言
う。また，同社は2018年には24 歳未満のFacebook

利用率は更に下がると予想している。これは若者
の Facebook 離れとでも言うべき状態である。
O’Brien（2018）はこれを受けて，「eMarketer に
よると Facebook は 24 歳以下の 200 万人の利用
者を失った。しかし，この人たち全員がインスタ
グラムに移行したわけではない。」と指摘する。
このように若者が Facebook を離れだし，移行先
として Instagram が受け切れていない状態は，
Facebook 全体としてユーザーが徐々に離れだし
ていると考えられ，これが長く続けば Facebook
の弱体化が現実味を帯びる。
　Facebook の将来には更なるリスクがある。仮
に将来 Instagram でも若者離れが起きたとき，
次にヒットする SNS を Facebook が手にしてい
るだろうか。Facebook が自ら生み出せればしば
らく安泰だろう。しかし，他社が開発してしまっ
た場合はやや不安が残る。例えば，M&A などで
手に入れることが考えられるが，これは現実的 
だろうか。Facebook は WhatsApp や Instagram
を買収してきた歴史がある。しかし，そもそも
M&A は難しく，従来のサービスの魅力を買収し
た側の理屈でつぶしてしまう可能性がある。その
ようにして従来の機能性・サービス性が損なわれ
て，ユーザーが離れるリスクもある。現に，
WhatsApp と Instagram の CEO はすでに事業か
ら離れており，指摘したようなリスクが過去の
M&A にも内在している可能性もある。
　このように，Facebook は現状でも徐々に
DAUs が減っている中で，将来的にも次の SNS
を上手く手中に収める必要がある。仮に上手く手
に入れられたとしても，例えば従来のサービス性
を引き出すことが出来ない等の理由で，手に入れ
たサービスにユーザーをうまく移行できなかった
場合，ユーザー数の減少から GAFA と呼ばれる
レベルで影響力を維持するのは難しくなり，4 社
からの離脱の可能性は高まる。

6-3　Apple
　元 Apple の CEO である John Sculley は Yahoo 
Finance の イ ン タ ビ ュ ー を 書 い た 記 事

（Mangalindan, 2018）の中で「私の考えでは，彼
らは iPhone のビジネスをラグジュアリーブラン
ドのようなポジションを得る良い働きを見せた。
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Apple は 15％のシェアで，世界のスマートフォ
ンの利益の約 90％を持っている」（筆者訳）と答
えている。これが本当であれば Apple は驚くべ
きビジネスモデルを持っていることになる。
　ラグジュアリーブランドの定義は難しく，また
John Sculley がどのような定義で発言したかは不
明だが，ここでは大まかに，ルイ・ヴィトンやシ
ャネルと言ったハイエンドブランドと解釈する。
その上で，Apple（1974 年設立）はルイ・ヴィト
ン（1854 年設立）やシャネル（1909 年設立）のよう
な歴史は無いものの，Apple の戦略にラグジュア
リーブランドに近い戦略がある。
　docomo Online Shop で は iPhone XS MAX

（512MB）が機種変更で 12 万 5,712 円と表示され
る。一方 Android 端末で一番高い Galaxy Note9 
SC-01L が機種変更で 8 万 5,536 円と表示され
る30）。比較しても iPhone は非常に高額商品であ
る。これは，長沢（2010）が挙げるラグジュアリ
ーブランドの要素である「高価格（適正価格）」
にあたることは明らかである。また，同時に iP-
hone はブランドとして一定の支持を受けている。
事 実，Interbrand の Best Global Brands 2018 
Rankings31）によると Apple はブランド価値で 1
位になり，これは日経新聞電子版（「企業ブランド
価値，アップル 6 年連続首位，トヨタは 7 位」2018 年
10 月 4 日）でも紹介されている。
　熊谷 ＝ 長沢（2015）によるとラグジュアリーブ
ランドには希少性が関連するというが，更に
Apple が本格的にラグジュアリーブランドとして
の戦略をとるのであれば，希少性のコントロール
を行う可能性がある。
　Apple の 2018 年第四四半期の業績発表による
と 2018 年 の 売 上 高 は 2,655 億 USD に 達 し，
iPhone も 2.1 億台を販売した。未だ販売台数は伸
び て い る。 ま た，Apple の 売 上 の 62.8 ％ は
iPhone であり，iPad，MAC を加えると 79.4％と
ハードウェアの売上の比重が大きい。今後，ラグ
ジュアリーブランドとして希少性のコントロール
を行った場合でも，ハードウェアを中心とした主
力事業の売上を維持しなければならない。そもそ

も，Apple にこのような戦略をとる余裕はあるだ
ろうか。iPhone の販売が事業の強みであり，決
算書を見る限り年間 2 億台以上の販売をしている。
しかし，2017 年販売台数に比べて 2018 年の販売
台数の伸びは 1％未満であり，販売台数の伸びは
落ち着いてきていると言える。これが仮に
iPhone が飽きられている前兆だとした場合，今
の Apple に次のヒット商品を生みだすことがで
きるだろうか？ iPhone を生み出した Steve Jobs
は 2011 年に他界し，その後 Apple からは革新的
な製品が生まれてきていない。仮に，このまま
Apple が次のヒット商品を生み出せずにいれば，
自ら希少性のコントロールをするまでも無く，シ
ェアが下がることも考えられる。
　Apple の強みの一つは App Store や iTunes な
どのコンテンツプラットフォームを含む垂直統合
である。これは Apple が GAFA に数えられる
OTT としての強みでもあるが，仮に主力商品の
売上が落ち，市場のシェアが維持できなければ，
単に一時的に売上が下がるだけでなく，こういっ
た OTT としての強みを失うというリスクもある。

6-4　結　　論
　Facebook も Apple も，現時点では大きなシェ
アや魅力的なサービスを持っており，GAFA の
名に相応しい。しかし，現在の主力サービスが廃
れた時に，それを支える新サービスを自ら生みだ
すか，他社から買ってくるなどして受け皿を作る
必要があるのではないか。
　Facebook はこれまで WhatsApp や Instagram
など新しいサービスを買ってきた歴史がある。今
後もこれらに続く人気サービスを買えればリスク
が下がるだろう。しかし，手に入れられないリス
クや手に入れてもユーザーを上手く移行できない
リスクが存在する。Facebook が今後も人気の
SNS を手に入れ，古くなった SNS から新しい
SNS にユーザーを移行させるというループを継
続させられるのか注視したい。
　Apple はここ数年の間，Steve Jobs によって
生み出された iPhone に牽引されて来た。しかし

30）　iPhone XS MAX（512MB），Galaxy Note9 SC-01L い
ずれも執筆時点の価格。

31）　http://www.bestglobalbrands.com/
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Steve Jobs はもういない。ラグジュアリーブラ
ンドとしてのラグジュアリー戦略を取った時，希
少性を重視しすぎると OTT としての強みを失う
リスクが存在するため，このバランスを取ること
が重要だ。また，新しいヒット商品を生み出すこ
とも必要だ。これが成功するか引き続き注視した
い。
　このように Facebook と Apple の 2 社に着目
してみてきたが，残りの GAFA である Google
や Amazon にしても The Four であり続けるこ
とは容易ではない。現に Amazon の CEO Jeff 
Bezos の発言を紹介した記事（Kim, 2018）でも

「In fact, I predict one day Amazon will fail.」と
発言したと紹介されている。GAFA の一員であ
っても，永遠に続く道理は無く，いつかは衰退あ
るいは倒産する危険があるだろう。

第 7節 　インターネットのピアツーピア原
則がもたらす，公平な情報分散（山
下克司）

7-1　はじめに
　インターネットのオープンで公平なピアツーピ

アネットワークの文化は，強力なサービス・プラ
ットフォーム（以下プラットフォーム）によってデ
ータが独占され，一極集中した構造に変質してい
る（図表2-7-1）。インターネットはノード間の
ハイパーリンクと HTML 文書，ブラウザーによ
って平等なピアツーピアのネットワークを構成し
てきた。対等の精神はデータにも及び，インター
ネット上のデータは対等な参加者に所有権があり，

「参加者が主体的に意思決定や合意形成を行うた
めの統治の仕組みである」とされてきた（江崎 , 
2016, p.148）。しかしプラットフォームは検索のク
ローリングを続けながら，コンテンツ間のリンク
の繋がりや HTML の情報の意味をセマンティッ
クグラフに集約してきた。また，Google analytics.js
のようなブラウザーに仕込まれたトラッキングス
ニペットは，ブラウザー上のアクションや GPS
などのユーザーの行動データを監視・収集してパ
ーソナルデータを収集している（山下 , 2017, p.168）。
こうしたスニペットは，ユーザー所有のブラウザ
ーの処理能力をサイト側の意図で動作させる身勝
手な分散処理32）を行っている。プラットフォー
ムは情報のゲートキーパーの役割を果たしながら
インターネット全体を支配している。

図表2-7-1　インターネットを支配する帝国

出典：筆者作成
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32）　Coinhive 事件も JavaScript の分散処理を用いた詐欺的 手法で問題となった。
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　本節では情報の独占とその公平な解決をもたら
す第五の騎士となる情報技術について議論する。
次項以降でプラットフォームの構造と特徴につい
て議論し，そのデータ処理に活用される人工知能
技術の課題と最新研究を紹介する。そのうえで，
インターネット原則に則ったデータの所有権の復
活に向けて一つの提言を申し述べる。

7-2　プラットフォームの構造
　プラットフォームはこれまでのサプライチェー
ンで構成されるパイプライン事業から大きく構造
を変えた，サービスの提供者と受益者にプラット
フォームを加えた 3 アクターモデルである（アル
スタインほか , 2016, p.29）。プラットフォームの基
本機能と参加者の取引の類型を図表2-7-2に示
す（モザドほか , 2018, p.63）。プラットフォームの
アドテクビジネスが経済に与える影響を過小評価
してはいけない。プラットフォームが吸い込んで
いるのは広告宣伝費だけではなく，EC への転換
など事業全体の最適化でありそれは商流の相当部
分を占める販売管理費だ。経済活動の全てを効率
化することで，企業は営業部門も物流部門もデー
タだけに依存する最適化されたものになり，そこ
には物理的な営業所も営業社員も存在しなくなる
かもしれない33）。
　生産活動は「モノの所有」から「利用するこ
と」へと時代が移りつつあるが，その転換もデー
タが価値の中心となる。所有される自家用車では
利用に関わるデータは車や個人の周辺に分散して
しまい正確な分析は困難だ。若者の車離れに見る
ように生産者はユーザーのニーズを正確に把握し
てきたとは言えない。シェアカーのプラットフォ
ームは多くの利用者の動態や状況，移動に関わる
ニーズの詳細をデータとして捕捉することができ，
結果として車を所有しないという新しいユーザー
層を開拓することに成功している。製造などの比
較的スケールの大きなビジネスでは，提供者と消
費者の間でサービスの質や内容を直接調整するこ
とは難しいが，プラットフォームはユーザーの性

向・動向を把握しサービス提供者に対応を促すこ
とで調整問題を解決できる34）。反面，プラット
フォームはユーザーを拘束しスイッチングコスト
を高める戦略をとることが可能であるため自然と
独占が生まれやすい。

7-3　人工知能の影響
　プラットフォームの収集するデータには多くの
バイアスが含まれる。米国で「Grandmother」
を画像検索すると，米国の人種構成に反してその
多くは幸せそうに笑う白人女性である。データ収
集時の現実社会とのずれは人種バイアスであると
ともに幸せなシーンに偏るという状況バイア
ス35）も働いている。こうした記録のバイアスは
再帰的な学習に利用されると増幅し共振しやすい。
バイアスはデータだけではなくアルゴリズムにも
潜む。機械学習をバックエンドにした判断は，特
定の評価関数に対して最適化する傾向にあり，そ
の意図が政治的であろうと製品の広告であろうと

33）　AI によって代替される職業よりプラットフォームによ
って無用になる職業を心配するべきだ。

34）　一つのサービスが不適合でも他の提供者が適したサー

ビスを提供するならプラットフォームは生き残る。
35）　遊園地でのアンケートのようなもの。

図表2-7-2　サービス・プラットフォームの構造

出典：筆者作成
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1. 創造する
2. 結びつける
3. 消費する
4. 対価を支払う

プラットフォームの4つのコア機能
1. オーディエンス構築
2. マッチメイキング
3. 中核的ツールとサービスの提供
4. ルールと基準の設定

サービス・プラットフォームはサービスの消費者と提
供者、プラットフォームの3アクターモデルである。

図表2-7-2 サービス・プラットフォームの構造

出典：筆者作成
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関係なく，ただ「サイトの滞在時間を長くするよ
うに」というようなアルゴリズムに従ってユーザ
ーを偏った思想に誘導してしまう。それは広告主
やアルゴリズムの設計者の意図にも関係なく，か
つアルゴリズムが何に誘導しているのか判断基準
すら判然としない。一方で巨大なデータと高速な
並列処理によって実現される深層学習や機械学習
に基づく機械の判断の正邪を人間個人が判断する
ことは困難であり，必然的に人間は機械の判断に
盲目的に従ってしまう36）。ゆえにシステム開発
者は Human in the Loop ＝最終責任は人間にと
いうような言い訳に逃げ込んではいけない。プラ
ットフォームの判断を正常化するために，そこに
も機械的な対応が求められる。
　機械学習のモデルやアルゴリズムの検定には，
⒜判断バイアスのあるシステム，⒝バイアスのあ
るデータに弱いシステム，⒞バイアスのデータに
も耐性のあるシステムという三段階の評価フレー
ムワーク（Srivastava and Rossi, 2018, p.3）をシステ
ムに付随させる対応が考えられる。また，バイア
スのあるデータにおいてバイアスのない出力を増
やしバイアスのある出力を抑制するような関係性
を最適化問題として定式化する方法などが考案さ
れている（Calmon, et al, 2018, p.2）。これは機械学
習技術が大量の学習データを検定なしに利用する
ために見過ごされてきた偏向を発見し修正する統
計数学的な手法であり，従来の調査データ分析に
おいてサンプリングバイアスに注意しながら分析
するという BI（Business Intelligence）の知見を活
用したものである。

7-4　ブロックチェーンによる公平な情報分散
　仮想通貨で出現したブロックチェーン技術は中
央集権型のトランザクションシステムをピアツー
ピアのシステムに分散化し，非中央集権型自律組
織：DAO（Tapscot, 2016, p.368）を実現する37）。分
散 DB のアトミック・ブロードキャストと同様の
仕組みを用い，参加全ノードが同じデータを共有

しトランザクションが同時にコミットされること
でトランザクションネットワークのステートマシ
ンが更新されるステートマシン・レプリケーショ
ンを実現している38）。ブロックチェーンは分散
したマシンに存在している一貫した共有の台帳で
ある。共通のステートマシンは誰が読んでも同じ
データを扱うことができ，誰もが参加できてトラ
ンザクションを書き込むことで状態を変化させる
ことができるが，一方で全員が同じデータを保持
するために同意アルゴリズムに反して改ざんする
ことは許されない。
　スマートコントラクトなどの仕組みを活用する
ことで，ブロックチェーンは仮想通貨だけではな
く，ビジネスの状態変化や契約状態を共有する仕
組みに活用できる。例えば，EC サイトのような
トランザクションシステムの場合，EC サイトが
受注したことを出品者，配送会社，輸出入業者，
決済機関，メーカーなどと同時に共有しコントラ
クトを実行することができる。ブロックチェーン
ネットワークには投資家や証券市場なども参加可
能で，各社のトランザクションが正しく計上され
ていることも同時に確認できる信頼のネットワー
クを構築することができ，非中央集権型自律組織
による情報の公平な分散を実現することが可能に
なる技術である。
　このブロックチェーンを中心とした情報の公平
な分散を実現する，新しいインターネットのアー
キテクチャを図表2-7-3に示す。キーとなるテ
クノロジーはブロックチェーンと ID フェデレー
ションである。ID フェデレーションはインター
ネット上の個人を示す統合 ID である39）。フェデ
レーテッド ID は個人の意思によってプライバシ
ーデータを統合し，データの移動・追加・変更・
削除：MACD を自ら管理することを可能にする。
登録されたメールアドレスやプロファイリングの
アルゴリズムによってプラットフォームが勝手に
名寄せ（個人特定）している現場から，データの
主権を取り戻す基礎的なコンポーネントだ。ブラ

36）　日常的に正しい答えを出すコンピューターを疑うこと
はしないだろう。

37）　ブロックチェーンの真価は投機的なビットコインの影
に隠れ，あまり理解されていない。

38）　「分散システムについて語らせてくれ」（熊崎宏樹）
https://www.slideshare.net/kumagi/ss-78765920

39）　マイナンバーのような閉じたネットワークにある ID
はインターネットと連携できないため役に立たない。
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ウザー，サーバー，データストア，アプリケーシ
ョンは全てフェデレーション・エンドポイン
ト40）のマイクロサービスとして振る舞い，統合
ID システムの指示に従うことになる。現在プラ
ットフォームがブラウザーから直接引き抜いてい
るユーザーの行動データや WEB サーバーから直
接クロールするセマンティクスを，データの所有
者の管理の下に一元化する。データ管理組織は
DAO を形成し利用に関わる MACD トランザク
ションを相互監視する。また，ブラウザー上で実
行される分析系スニペットはスマートコントラク
トとして認証実行される。こうすることでプラッ
トフォームに集中しているデータの所有と分析の
利権を分散化し，公平な分散を図ることができる
と考える。さらに現在プラットフォーム内部に隠
蔽されているデータが公開されるため，機械学習
などの偏向を第三者が検定するなどの制御も可能
になる。

7-5　おわりに
　生活のなかに深く入り込んできた GAFA プラ
ットフォームは，いまや無くてはならないものに
なった。インターネット事業において彼らはプラ
イベート CDN のバックボーンを利用したタダ乗
り事業者と言われてきたが，通信事業者も規制当
局もいまや消費者の支持を得たコンテンツには逆
らうことができない。金盾（Great Firewall）によ
って GAFA の侵攻を食い止めた中国では，
Baidu や Alibaba のような GAFA に代わるプラ
ットフォームが育ち，政府の信頼のもとで利用者
はより深いパーソナル情報をアップロードし，新
しいペイメントサービスや芝麻信用のような個人
の信用レイティングが中国における社会生活を円
滑にしている。こうした社会形成はプライバシー
という観点でビッグブラザーであると思われがち
だが，プラットフォームの視点から見ると「より
良い生活を得るために情報を提供し，適切なサー
ビスを受け取る」という普遍的なサービスの共創

（Spohrer, et al, 2008, p.5）であり，中国の社会の中
で「自分は礼儀正しい良い人間と見られたい」と

いう心理の上に構築されたプラットフォームの社
会受容性設計だと考えることができる。
　プラットフォームの構造的な自然独占は，社会
的な不公平や富の集中を引き起こしている。また，
プラットフォームによるデータの独占と隠蔽は人
工知能技術による機械の判断の偏向を防ぐことが
できない。インターネットの原則に立ち返った公
平な情報分散を実現する技術の開発が必要だと考
える所以である。公平な情報分散は情報銀行のよ
うな中央集権組織や中央，地方政府というような
権力の背景を持たないことを望みたい。情報銀行
の議論で参考となるのはデータの消費者が適正な
情報の対価を支払うべきだという点だけである。
いたずらにプラットフォームの独占を羨みながら
規制論だけを振りかざすのではなく，技術的な手
立てを研究開発することで，過度な独占を抑制し
ながら健全な技術の開発が進むことを望みたい。

図表2-7-3 　公平な情報分散を実現するインターネット
のアーキテクチャ

出典：筆者作成
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40）　アプリケーションのサービスプロバイダーで，SAML エンドポイント URL で示される。
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第 8節 　「眠るわたし」というブルーオー
シャン（田中大智）

8-1　はじめに
　Galloway（2017）は，縦横無尽で捉えがたい
GAFA の競争を，消費者の肉体に根ざした欲求
の奪い合いという切り口で整理した。Google は
脳が求める神，Amazon は胃が求める消費，
Facebook は心が求める愛，Apple は性器が求め
る性的欲求を満たしてくれる。比喩的な表現では
あるが，個人の器官それぞれを需要者とみなし，
供給者はそれらの欲求に訴求することで，その総
体である個人の消費行動を喚起する，という経済
モデルと解釈できる。以下，こうした経済モデル
に基づく競争を「肉体に訴求する競争」と称する。
　本節では，肉体に訴求する競争の観点から，
GAFA に続く「第五の騎士」を検討する。前半
では，肉体に訴求する競争について，消費者の意
思決定モデルを考察する。後半では，情報化社会
の変化が同モデルに与える影響を検討し，第五の
騎士は「睡眠」を支配するという仮説を提示する。

8-2　肉体に訴求する競争と意思決定モデル
　インターネットの登場以降，情報処理技術と電
気通信技術は相互に需要を喚起しながら，驚異的
な速度で技術革新と社会普及を遂げてきた。スマ
ートフォンやモバイルブロードバンドなどの情報
通信技術は，いまや我々の生活に欠かせないもの
となっている。
　こうした情報化社会の発展の中核を成すのが，
データを中心とした事業者やサービスの生態系構
造（データエコシステム）である。莫大な消費者を
自社プラットフォームに擁する GAFA は，デー
タエコシステムの頂点捕食者であり，個々の需給
ギャップの把握と，具体的な便益の実現を通じて，
無数の取引機会から収益を得ている。
　データエコシステムの頂点に位置する GAFA
が肉体に訴求しているというアイデアは，個人と

企業の関係について，相反する二つの変化を想起
させる。一方では，5W1H に合わせて最適な財
サービスが提供されるという，個人を起点とした
経済への変化がある。もう一方では，根源的かつ
瞬間的な欲求に最適化されることで，個人が阻害
される経済への変化がある。例えば古谷（2018）
は，プロファイリングは自己決定原理への脅威を
もたらすとして，①政治的プロファイリングによ
る有権者の主体的な判断の歪曲，②不透明なスコ
アリングによる自己決定の妨害，③行動ターゲテ
ィング広告による合理的判断からの逸脱――の 3
つの可能性を例示している。
　こうした経済的な意思決定と肉体の問題は，行
動経済学を中心として，様々なモデル化が進めら
れている。カーネマン（2014）は，人間の注意力
や記憶力の肉体的制約に着目し，二つの意思決定
モデルおよび自己像を提示している。以下，カー
ネマン（2014）の説明を要約する。

　人間は意思や注意力に限度があるため，バイアス
はあるが短時間で簡単に答えを求められるシステム
1 と，それを注意深く監視して判断するシステム 2
を組み合わせて意思決定を行う41）。私たちの考える
自分自身や，古典派経済学が想定する合理的経済人
とは，システム 2 のことである。また人間は記憶力
にも限度があるため，現実を生きる「経験する自己」
と，経験を取捨選択した「記憶する自己」の二つの
自己が存在し，両者の利害は必ずしも一致しない42）。

　どちらの意思決定や自己を基準とすべきかに，
一義的な答えはない。それゆえ個人や社会が何を

「望ましい姿」と判断するかに委ねるほかないが，
古谷（2018）が政治的プロファイリングの例で示
しているように，望ましい姿もまた意思決定の産
物である。
　経済的な意思決定と「望ましい姿」の関係性に
ついては，Akerlof and Kranton（2000）の「ア
イデンティティ経済学」を用いて整理ができる。
同論文は，アイデンティティを「ある人間の自己

41）　カーネマン（2014）は「システム」を記述的な用語と
して用いており，脳内にシステム 1 やシステム 2 という具体的
なシステムがあるわけではない。

42）　幸福や苦痛の経験を，持続時間に基づく総量ではなく，
ピーク時と終了時の感覚の差で記憶する「ピーク・エンドの法
則」が確認されている。
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意識（a person’s sense of self）」（p.715）と定義
し，与えられた社会カテゴリーと自己像の双方を
含むとして，従来の効用関数にアイデンティティ
の概念を取り入れた意思決定モデルを提起してい
る。以下，同モデルを要約する。

　社会カテゴリーを C（Social Categories），社会カ
テゴリーや場面に応じた望ましい振る舞いを規定 P

（Prescriptions）で表す。C や P は理想とされる身体
的特徴やその他の属性を含むことがある。例えば C
がジェンダーの場合，女性カテゴリーに対する P に
は「女性」や「細身」や「常にドレスを着ているべ
き」が含まれ，男性カテゴリーに対しては「男性」
や「筋肉質」や「ドレスを着るべきではない（ハロ
ウィンを除く）」が含まれうる。
　誰がどの C に属しているかは，個人の認識に応じ
て異なる。個人 j は自分と他者を C に割り当てた cj

を認識しており，他者の認識と一致する必要はない。
　個人 j の効用関数 Uj を下式で定義する。個人 j は
Uj を最大化する行動 aj を選択する。ただし，通常の
効用理論と同様に「選択」は意識的に行う選択に限
られない点に留意する。

　　　Uj＝Uj（aj, a-j, Ij）

　aj は個人 j の行動，a-j は j 以外の他者の行動を表す。
aj や a-j は個人 j の消費行動を含むため，Uj は従来の
効用関数を拡張したものとして解釈できる。Ij は個
人 j のアイデンティティを表し，Uj は aj と a-j だけで
なく Ij にも依存して増減する。Ij は下式で定義され
る。

　　　Ij＝Ij（aj, a-j; cj, εj, P）

　εj は個人 j の所与の特徴である。個人 j のアイデ
ンティティ Ij は，自身の社会カテゴリー認識 cj と特
徴εj および規定 P を所与とし，自身の行動 aj と他者
の行動 a-j に応じて変化する。こうした Ij の増減によ
る効用の Uj の増減を「アイデンティティ効用」と定
義する。

　以上が Akerlof and Kranton（2000）の意思決
定モデルである。
　自己意識により左右される効用が，通常の効用
とは別に存在するというモデルは，前述のカーネ
マン（2014）のモデルを，一つの効用関数で表し
たものと解釈できる。すなわち，個人 j の行動 aj

は，大半がシステム 1 の作用であり，経験する自

己の効用を最大化する。一方，そうした行動によ
り生じるアイデンティティ効用の変化は，システ
ム 2 の作用であり，記憶する自己の効用である。
両者の間には時間のラグがあり，利害は必ずしも
一致しない。したがって，肉体に訴求する競争の
激化は，過度に経験する自己の効用を高めること
となり，アイデンティティ効用を毀損する可能性
がある。

8-3　第五の騎士は「睡眠」を支配する
　アイデンティティ効用や肉体に訴求する競争は，
情報化社会に特有のものではない。しかし，デー
タエコシステムとプロファイリングという環境変
化を通して，大きく二つの変化が生じている。
　第一に，事業者のターゲティング手法の高度化
がある。Calo（2013）によれば，事業者は消費者
をモニタリングすることで，合理的な判断力を失
う状況，例えば長時間の労働の後などをピンポイ
ントに狙ってターゲット広告を配信できる。
　第二に，短期的には所与とされていた変数の流
動化がある。田中 ＝ 浜屋（2017）によれば，イン
ターネットは既存のメディアに比べて，接する意
見を自分好みに選ぶ「選択的接触」が容易であり，
それゆえ自分と似た意見を聞くうちに意見が過激
化する「エコーチェンバー現象」が起こりやすい
とされる。
　アイデンティティ効用モデルで所与とされる諸
変数について，Akerlof and Kranton（2010）は，
以下の三点を指摘している。第一に，社会カテゴ
リー認識 cj は短期的には所与だが，個人はある
程度まで自分が何者であるか選択できるため，長
期的には選択の余地がある。第二に，社会カテゴ
リー C や規定 P それ自体も，企業の広告や政治
などの影響を受けて長期的に変化しうる。第三に，
こうした変化は従来の需要・供給分析との類似性
があり，cj の変化は市場への参入退出，C や P の
変化は市場内外の影響による技術変化と見なせる。
　選択的接触は，インターネット上に無数に存在
する他人の行動 a-j から，自分のアイデンティテ
ィ効用を向上させるものを選択（あるいは低下させ
るものを排除）する行動 aj である。エコーチェン
バー現象は，選択的接触を通じた社会カテゴリー
認識 cj の細分化・先鋭化により，社会カテゴリ
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ー C や規定 P がボトムアップ式に細分化・先鋭
化していく現象と解釈でき，個人の行動と社会カ
テゴリー認識の依存関係がより深化しているとい
える。
　以上をまとめると，情報化社会における「肉体
に訴求する競争」とは，データエコシステムを活
用してシステム 1 が優勢となる行動 aj を引き出
しつつ，それにより社会カテゴリー認識を変化さ
せ，事後的に消費者のアイデンティティ効用も満
足させる便益を提供し続けることと解釈できる。
この視点に立脚すると，第五の騎士は「睡眠」を
支配することが有力だと考えられる。以下その理
由を述べる。
　GAFA は神と消費と愛と性的欲求を支配して
いるが，人間の三大欲求のうち，睡眠欲は空白地
帯である。そのうえ現実の肉体で計算すれば，数
量ともに絶大な規模を誇る。睡眠は世界共通の行
動であり，一日の 4 分の 1 以上を占める行動であ
り，生きるうえで避けがたい行動である。
　一方で，睡眠中はアイデンティティ効用がない。
睡眠を経験する自己はいるが，睡眠を記憶する自
己はいない。かつて日本で流行した「24 時間戦
えますか？」43）のように，睡眠という行動に対す
る覚醒時のアイデンティティ効用はあるが，睡眠
中にアイデンティティ効用が上下することはない。
　行動として大きなシェアを有するにも関わらず，
行動中にシステム 2 が作用しない「睡眠」は，ア
イデンティ効用の観点から新たな問題を引き起こ
している。Baron, et al.（2017）は，スリープト
ラッカーの数値を過度に重視し，睡眠の不足や低
下を訴える「Orthosomnia」44）という患者の増加
を報告している。睡眠の「望ましい姿」を掲げる
ことで，ままならない肉体とのギャップで，アイ
デンティティ効用の低下が起きていると考えられ
る。
　第五の騎士は，睡眠に事後的なアイデンティテ
ィ効用を与える事業者である。睡眠という行動が，

起床時間に対するコストではなく，あたかも一つ
の人間の在り方であるように，新たな社会カテゴ
リーと認識を生み出す事業者である。
　肉体に訴求する競争やプロファイリングは「個
人」に関する様々な問題を提起するが，むしろ技
術進歩により「個人」という概念に多様な考え方
や向き合い方ができるようになったと考えたい。
技術が個人の有り様を規定するのではなく，新た
な技術により同じ肉体にこれまでとは異なる人間
の在り方を確立することで，分断を超えた多様な

「望ましい姿」が生み出される世界となることを
期待したい。

第 9節　第五の騎士は誰か（田中幸弘）

9-1　はじめに
　原著第 9 章では，四騎士45）の特徴のチェック
リストである T アルゴリズムを満たす「第五の
騎士」（the fifth horseman）になる可能性を持つ新
興企業が検討されている。
　各四騎士がデジタル時代にはっきりした役割を
担い違った道筋で頭角を現してきた点に注目し，
彼らの製品，市場，株価評価等あらゆる分野での
一定の優位性を踏まえつつも，第五の騎士が，ア
メリカ市場で優位に立つ必要はあるが，①ユニコ
ーンである，②アメリカ生まれ，③四つの騎士が
今後何十年も今の地位に止まる，とは限らないと
する。

9-2　Tアルゴリズム
　本稿では原著前章の 8 つの T アルゴリズムを

「T 要素」として必要に応じて項番を用い46），
「第五の騎士候補者」分析を概観し図表化し，最
後に若干の留意点に触れる。

9-3　Alibaba
　2016 年 4 月生粋のネット通販企業としてその

43）　第一三共ヘルスケア（旧・三共）のドリンク「リゲイ
ン」のキャッチコピー。1989 年の流行語大賞で銅賞を受 
賞。https://www.daiichisankyo-hc.co.jp/site_regain/（閲覧日
2018/12/02）

44）　正常を意味する“ortho”と，睡眠を意味する“som-

nia”を組み合わせた造語（Baron, et al., 2017）。
45）　聖書・ヨハネの黙示録第 6 章第 1 節乃至第 6 節参照。
46）　T 要素のカッコ内の項番の記述（（②）等）は Galloway

（2017）の記述と当職の評価を反映させている。



情報法制学会通信政策セミナー報告書「GAFA ビジネスの分析」（2・完）

83

流通総額 4,850 億ドルにより Walmart を抜き去
った47），中国の強大な企業 Alibaba は，E コマー
ス，ショッピングオンラインオークションなどの
ビジネスモデルで国内全小売 63％占有の成功要
因として，ビッグデータと AI の使用精通自在

（⑥），驚愕の高時価総額（②），業界内競争相手の
不在などを指摘して，T 要素全てを満たしてい
るとする48）。
　今後の課題としてアメリカでの商業拠点確立の
必要性を指摘し（Wells, 2016），歴史的に中国発の
消費者ブランドの前例不存在，ブランドを支える
西洋的価値観と相容れない労働搾取・偽造品・特
許侵害・政府介入問題や小規模小売業者の評判の
問題による究極のブランド力の欠如（①，⑤，③），
不可解なガバナンスの投資家への共感の阻害によ
るビジョンへの資本の不足（②），中国政府関連
起因の諸制約（米企業の国内活動制約，海外投資家の
株式直接保有への制限と会社への法執行力の制限（中
国裁判所のみ）49））（④）と同政府による批判（Cend-
rowski, 2016）に言及し同社就労は国内や途上国は
別に西洋での無評価・人材確保懸念（⑦），米国
欧州政府や組織からの地政学的色眼鏡（⑧），政
治的問題，組織の多角性複雑性50）も問題とされ，
データ機密性への不安が AI の活用を阻害する可
能性も懸念される（⑥）とする。

9-4　Tesla
　「モデル 3」等自動車デザイン・デジタル制御
の新機軸インフラへの巨額の投資の素晴らしい結
合（①，②，⑥）（Hull, 2016）の一方，従来の自動
車製造会社にない（独創的な範疇の自動車用の）問
題への直面（広範囲の充電所の設置（③），世界的な
流通網確立（③，⑤），政府助成金と電気自動車への期
待・自動車産業規制への対応）が不安要素で巨大企
業維持用のインフラ対応が当面の課題である。
　比類なき品質と技術革新・デザイン（①），ラ
イブ配信での CEO の製品発表→メーカー直販→

無線で定期的アップデートという顧客との近さ
（④）を革新の本質として垂直統合（⑤）で顧客体
験を管理が質の高いカスタマーサポート維持と連
携し高リピート率・固定化を通じアクセスが容易
化された安い資金（②）による顧客体験向上（④）
で購入のリピートが期待される。
　7 倍近い株価売上高倍率51），2010 年株式公開
以降無黒字ながら定期的な株売出しでモデル 3 の
生産用の 10 億ドル調達が可能（①，②，④）なの
は，製品特性より同社ミッションへの共感（②，
④）を通じ CEO のイーロンマスクのビジョンへ
の Tesla 購入者の反応故で，顧客の下半身直撃力
があることを示す。
　電気の獲得・貯蔵・輸送の専門技術の開発着手
等，自動車を超える技術とスキルで次世代の主導
権を握る可能性（⑥）があるものの，未世界展開

（③）と膨大な顧客数不存在による大規模な個人
行動データ不保持（⑥）が課題とされる。

9-5　Uber
　厳しい規制市場で単なる配車サービスではなく
ビジネスの臓器に少量の血液を届けるようなビジ
ネスを，全世界で車を保有せずドライバーパート
ナーによる市場の獲得を急拡大させ，垂直統合な
く（⑤）相当のビッグデータ活用スキルやビジョ
ンのある投資にアクセスする実力の他，①②③⑥
等 T 要素のほぼ全ての条件を満たすが，好感度

（④）のみ大障害とされ，CEO 個人「経営者リス
ク」と不適法なトラブル頻発による規範に敬意を
表しない姿勢等，経営陣の混乱で優秀な人材への
魅力の喪失は打撃となる（⑦）。

9-6　Walmart
　厳格な在庫管理と効率的な配送システムの経験
は大きく市場優位性活用如何だが，ジェットドッ
トコムの買収効果はビジョンの点では可能性を残
しつつ今後次第である。Amazon と異なり株は

47）　https://on.rt.com/79a5
48）　例えば資金調達力については，Picker and Chen

（2014）を参照。
49）　https://www.wsj.com/articles/alibabas-political-

risk-1411059836

50）　https://www.businessinsider.com/r-amid-sec-probe-
jack-ma-says-hard-for-us-to-understand-alibaba-media-2016-6

51）　https://www.cnbc.com/2016/05/20/tesla-raises-146b-
in-stock-sale-at-a-lower-price-than-its-august-2015-sale-ifr.html
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利益基準で取引され好感度はあまり高くなく，顧
客層とネット関連環境との適合性が問題となる。

9-7　Microsoft
　Windows Phone の失敗がなければすでに第五
の騎士になっている企業であった可能性が高い。
Azure の成長も含めかつてのような箔付けにな
る会社ではないが，イノベーションや競争が消費
者市場ほど激しくない企業向けへの専念展開が四
騎士とは対照的で，LinkedIn はサイト広告料，
リクルーター用求職者アクセスの容易化料金，求
職活動やビジネス開発の貴重な情報発信の定額サ
ービス料の三つの収入源を持ち，高バランスで雇
用とビジネスネットワークを幅広くカバーする点
で本当の意味でのライバルがおらずに同時にグロ
ーバルで包括的な会員で構成されている成長可能
分野で，ビジネスに特化と，全ての条件を最低限
満たすが決定的な強み不在の器用貧乏性が課題で
ある。

9-8　Airbnb
　ホテル業界の Uber であり，競争上の強みと T
要因の使い方の違いは明白である。
　商品の同質性故業界の類似化はない，世界展開

（③）で安い資本を使う（②）プラットフォームは
仲介者の信頼性（提供される商品（住物件））に大き
な差がある。さらに十分な数の供給者とそのサー
ビスを成立させる顧客の存在という流動性が必要
で，一都市でのある程度の供給需要知名度を要し
それを大陸・世界全体に広げていく必要があった

（②，④）点で真似るのが難しい。
　この点で時価総額は 2018 年末には Uber を上
回るだろうしシェアリング業界で第五の騎士に一
番近いだろうが，垂直統合なき（⑤）弱みに対応
すべく登録物件の管理強化への安い資本の一部割
当てを真剣に吟味し今後不動産や固定的施設の保
有が予想される。

9-9　IBM
　IBM こそがテクノロジーと，米国の事実上の
スタンダードで，インテルや Microsoft 後も PC
時代の最初の四半世紀を支配した同社の収益は下
降するも 2016 年の収益は 800 億ドルである（②）。

　ハードウェアから高利益率のコンサルティング
へと移行しつつ米国企業のクラウド化競争での主
要プレイヤーでもある（①，④）。
　新主役ワトソンが存在し（⑥）グローバルで

（③）垂直統合されている（⑤）が安い資本アクセ
スは制約され，安定した職場（⑦）とみなされて
いる。

9-10　ケーブルテレビ会社
　20 世紀の合法的独占事業の一つたるケーブル
と電話回線の所有者はベライゾン，AT&T，コ
ムキャスト，タイムワーナー 4 社で，デジタル時
代に不可欠な企業で国民のプライドの源であるが
世界的な企業への明確な道筋が見えず政府も他国
による電話やデータの盗聴にうるさい。時代を超
え世界中のデータが通るパイプ保有者たる高利益
の重要な大企業の潜在力には，見識ある経営者と
若者に箔がつく職場たる認識が必要であるとする。

9-11　まとめ
　第五の騎士は何れか，四騎士がそれを許すか。
　将来の予想はつかない。会社は古くなり成功は
自己満足に，新たな挑戦や優秀な人材の流出は不
可避だ。無名の第五の騎士の出現可能性，研究所
か大学の寮でデジタル世界を覆すテクノロジー開
発に取り組み，キッチン机やスタバの席で次世代
のスティーブジョブズ率いて新事業を企画し新チ
ームが猛スピードで四騎士を追い越し初の 1 兆ド
ル企業になれるだろうか。
　低い可能性でも皆無とはいえないし実際に起こ
ることもあるのだとする。
　以上の原著者の評価を踏まえ田中が略図化を試
みたのが，図表2-9-1である。第 2 部の各論の
議論を見比べご検討されたい。

9-12　若干の考察
　本書出版後，候補者に起こった，殊にジャッ
ク・マーやアリペイの動向と中国政府・銀行の情
報・審査の枠組み動向，イーロン・マスクと投資
家と FTC との関係の今後も重要故原著と現実と
のタイムラグを埋める議論の他以下の項目も含め
検討されたい。

1 ．TOYOTA 等の日本企業でも第五の騎士に
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なり得るか。
2 ．閉鎖系だが巨大な中国市場と開放系だが小
さい世界市場との相互関係で中米間の貿易摩
擦とネットの安全保障先鋭化をどう考えるか。

3 ．GDPR・独禁法・租税法・反社会的勢力規
制の他，通商法と上記問題対応を要する環境
変化の現在，各ルールメイカーたる国家と法
制度は第五の騎士たるプレゼンス強化を具現
するか。

4 ．キャッシュフロー計算書を重視するAmazon
の取引前に資金が集まるモデルでそもそも金
融機関業務への参入に実需はどこにあるか。
また，いわば「情報担保」による心理的強制
を前提としたモデル（Alibaba のアリペイや芝麻
信用のモデル）との関係で，情報 account の議
論と金融・決済のアカウント概念の UCC 
ARTICLE 8 の security entitlement 概念や保
管振替法の枠組みとの整理が仮想通貨に限ら
ず必要ではないか。

おわりに（実積寿也）

　2017 年 12 月以降，計 5 回にわたり開催された
読書会（「情報法制学会通信政策セミナー：“The 
Four” で学ぶ OTT 事業者戦略」）および，2018 年 3
月 19 日に日本 IBM 本社で開催されたイベント

（「情報法制学会通信政策セミナー　The Four で問う，
デジタル複合寡占を生き抜く方法」）では，“The 
Four: The Hidden DNA of Amazon, Apple, 
Facebook and Google”（Galloway, 2017）を読み解

くとともに，ポスト GAFA の世界についての議
論を交わした。本稿は，「GAFA に続く第五の騎
士はどこから生まれるのか」に関する勉強会参加
者の回答の集約である。残念ながら日本企業をリ
ストアップする声は皆無であった。
　とすれば，人口減少に直面している日本社会に
求められることは，勝ち馬を早期に判断し，それ
にとって不可欠となる補完財・サービスを提供す
る産業群を生み出すことに他ならない。それら産
業群は，GAFA，もしくはポスト GAFA が提供
する無尽蔵な ICT 資源を前提に，多面市場にお
けるネットワーク効果を縦横に活用して，エンド
ユーザーへの訴求を行う。求められるのは，巨大
な設備への投資ではなく，多様なタレントへの投
資であり，それを可能にするためには，金融市場
や労働市場，教育システムがその姿を急速に変え
ていく必要がある。民間のイニシアティブだけで
はその変化が十分に起こせないのであれば，政策
介入の可能性を検討することが求められるが，そ
れについては勉強会参加者各人にとっての将来の
検討課題としたい。
　なお，開陳された意見については，前号と同じ
く，執筆者の個人的見解であり，所属組織を代表
するものではないことは言うまでもない。
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